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 ま え が き 
 
１ 基本方針策定のねらい 
 本県の農業は、食料の安定供給はもとより、地域社会の活力の維持、自然環境・県土の保全
等の多面的な機能を有しており、県土の均衡ある発展のために欠かすことのできない重要な役
割を果たしている。 
  しかしながら、近年の農業をとりまく情勢をみると、農業労働力の非農業部門への流出が続
く一方で、高齢化の著しい進行、遊休農地や非農地の増大など、深刻な問題に直面しているこ
とから、将来にわたり本県農業の健全な発展と地域社会の活性化、県土の均衡ある発展を実現
するためには、効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成が緊急かつ重要な課題となっている。 
  このため、地域内の農業者各層の合意の下に育成すべき多様な農業経営の目標を明確化する
とともに、その目標に向けて農業経営を改善する者に対する農用地の利用集積、経営管理の合
理化など、農業経営基盤の強化を促進することとする。 
  本県では、このような考え方の下、平成６年２月に「農業経営基盤の強化の促進に関する基
本方針」を策定し、おおむね５年ごと及び法改正に伴う見直しを行っている。 
 
 
  今回、地域計画、目標地図及び農業経営・就農支援センター等を法定化した農業経営基盤強
化促進法の一部改正及び農業情勢等の変化を踏まえ、見直しを行ったものである。 
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本方針」を策定し、おおむね５年ごと及び法改正に伴う見直しを行っている。 
 
 
  今回、農地利用集積円滑化事業を農地中間管理事業へ統合一体化した農業経営基盤強化促進
法の一部改正及び農業情勢等の変化を踏まえ、見直しを行ったものである。 

                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
２ 基本方針の位置付け 
 本基本方針は、県における効率的かつ安定的な農業経営の育成の指針であるとともに市町村
において策定する「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」の指針とする。 
 また、効率的かつ安定的な農業経営の育成については、県農政の基本目標に据え各種施策 
の重点推進事項として位置づける。                                                   

                                                                                     
３ 基本方針に定める事項 
 基本方針は、 
 ・農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向 
 ・効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標 
 ・新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 

・農業を担う者の確保及び育成を図るための体制の整備その他支援の実施に関する事項 
 ・効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 
  その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標 
 ・農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事項 
 ・新たに農業経営を営もうとする青年等の確保・育成に関する基本的事項 
 ・農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項 
 
 等について定めるものとする。 

 
４ 基本方針の目標年次 
 基本方針の目標年次は、令和１２年とする。 
 但し、農業をとりまく情勢の変化に的確に対処するため、概ね５年毎に見直しを行うものと
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ 基本方針の位置付け 
 本基本方針は、県における効率的かつ安定的な農業経営の育成の指針であるとともに市町村
において策定する「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」の指針とする。 
 また、効率的かつ安定的な農業経営の育成については、県農政の基本目標に据え各種施策 
の重点推進事項として位置づける。                                                   

                                                                                     
３ 基本方針に定める事項 
 基本方針は、 
 ・農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向 
 ・効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標 
 ・新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 
 
 ・効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 
                           
 ・農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事項 
 ・新たに農業経営を営もうとする青年等の確保・育成に関する基本的事項 
 ・農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項 
 
 等について定めるものとする。 

 
４ 基本方針の目標年次 
 基本方針の目標年次は、令和１２年とする。 
 但し、農業をとりまく情勢の変化に的確に対処するため、概ね５年毎に見直しを行うものと
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
第１ 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向 
 
 
１ 本県農業の現状と課題 
 本県では、利根川水系の豊富な水資源、標高１０ｍから１，４００ｍまで分布する標高差の
ある変化に富んだ地形や長い日照時間等の自然条件と、大消費地に近接する有利な立地条件等
の栽培条件を活かし、１年を通して多彩な農業が営まれている。農業産出額の構成は、野菜と
畜産で約８割を占め、全国トップクラスの品目も多数生産しているほか、地域の特色を生かし
た農畜産物の生産も盛んであり、首都圏への重要な食料供給基地として大きな役割を果たして
いる。 
  一方、農家戸数は年々減少しており、特に、農業生産を支える主業農家等の販売農家の減少
が著しく、基幹的農業従事者の平均年齢も上昇し、高齢化が一層進んでいる。このような状況
であるが、農業法人数は着実に増加するとともに、経営の規模拡大が進展している。 
 
  また、耕地面積は、本県が首都圏に位置し高速交通網の整備が進んだことなどを背景とした
非農業的土地需要の増加による転用や、高齢化の進行による遊休農地や非農地の増加等によ
り、減少傾向となっている。 
  このため、遊休農地の発生防止と解消を図り、地域農業の担い手への生産性の高い農地の確
保と集積・集約化が課題となっている。 
 

２ 本県の農業生産、農業構造の見通しと展開方向 
 人口減少による国内市場の縮小やＴＰＰ１１等の経済連携協定の発効に伴うグローバル化
の一層の進展が見込まれるとともに、健康的な食生活への意識の高まりなどの消費者ニーズの
多様化やインターネット販売等の流通経路の多角化が進んでいる。 
 本県農業が成長産業として持続的に発展していくためには、需要動向に即応した地域農業生
産の再編成を基本に、スマート農業技術等による省力化やコスト低減、生産量の増大、高品質
・高付加価値化等による収益性の高い農業生産を目指すとともに、恵まれた自然条件、立地条
件を活かし、新鮮で安全な食料の安定的供給に取り組むこととする。 
 また、農家戸数が減少し、高齢化や担い手不足が進行することを踏まえ、企業的な経営体や
新規就農者の確保・育成、農外からの企業参入、農福連携、   外国人材の受入れ、中小規
模・家族経営の営農維持等を推進し、地域農業を支える多様な農業従事者・経営体を確保する。
さらに地域で中心となって農業を担い、規模拡大や経営体質の強化を積極的に図ろうとする経
営体の法人化や集落営農組織等の確保・育成を推進する。 
 これらの担い手への農地の集積・集約化を加速化させ、遊休農地の解消及び発生を防止し、
農地の有効活用を図ることにより、農業の構造改革をより一層推進するとともに、農業・農村
の有する多面的機能を維持・発揮していく。 

 
 
３ 効率的かつ安定的な農業経営の目標及び確保・育成の基本的な考え方 
 本県農業の健全な発展を図るためには、集落における各層の農家の合意の下に効率的かつ安
定的な農業経営を育成するとともに、このような農業経営が地域の農業生産の相当部分を担う
ような農業構造を確立することが重要である。 
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 今後、農業が職業として選択し得る魅力とやりがいのあるものとなるよう、目指すべき農業
経営の目標を明らかにし、本県農業の将来を担う意欲ある農業者の確保・育成を図る。併せて、
その目標に向けて農業経営の改善を計画的に推進しようとする農業者に対し、      
          農用地の利用集積・集約化の推進、経営の合理化、その他農業経営基盤
の強化を促進するための措置を総合的に講ずるものとする。 
 また、当面効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成が困難である等の地域の実情に即し、
育成すべき農業経営以外にも、地域農業の維持・発展のために必要な   生産組織等を確保
・育成することにより、本県農業の健全な発展を図るものとする。 
 具体的には、地域において営まれている優れた農業経営等を踏まえ、次のとおり、主たる従
事者が他産業従事者と遜色のない年間労働時間の水準を達成しつつ、地域の他産業従事者並み
の生涯所得に相当する年間農業所得を確保し得る農業経営を育成する。併せて、これらの農業
経営が地域における農業生産の相当部分を担うような農業構造の確立を目標とする。 

 

 
 
 このため、農業が職業として選択し得る魅力とやりがいのあるものとなるよう、目指すべき
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 具体的には、地域において営まれている優れた農業経営等を踏まえ、次のとおり、主たる従
事者が他産業従事者と遜色のない年間労働時間の水準を達成しつつ、地域の他産業従事者並み
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 目標年間労働時間 主たる従事者１人当たり１，７５０～２，０００時間程度  

 

 

 
目標年間労働時間 主たる従事者１人当たり１，７５０～２，０００時間程度  

 目標年間農業所得 
主 た る 従 事 者 １ 人 当 た り  おおむね５００万円 

１ 経 営 体 当 た り  おおむね７５０万円 

目標年間農業所得 
主 た る 従 事 者 １ 人 当 た り  おおむね５００万円 

１ 経 営 体 当 た り  おおむね７５０万円 

   

※主たる従事者とは、その経営体が行う耕作又は養畜の事業を中核的に担う者（経営主等）
であり、その労働内容には農作業だけでなく、経営上の判断・決定、資材等の仕入れ作業、
出荷作業等の農業経営に関するすべての作業が含まれる。 

 
 これらの目標を達成するため、地域の話し合いを基本に次のように確保・育成を図る。 
 
 (1) 農業経営基盤強化促進法第１２条第１項の規定による農業経営改善計画の認定を受けた 
  者（以下「認定農業者」という。）の確保・育成 
 自らの創意工夫に基づき、農業経営の改善を進めようとする者に対して、農業経営基盤強化
促進法第１２条に基づく「認定農業者制度」を活用し、農業者自らが作成した農業経営改善計
画に基づく規模拡大、生産方式の合理化等の経営改善に向けた取り組みを関係機関と連携し支
援する。市町村の基本構想水準に到達している経営体等                 
        に対しても、認定農業者制度へ誘導することにより、計画的な経営改善を支
援する。 

 なお、農業経営改善計画の申請手続については、農林水産省共通申請サービスを活用したオ

ンライン化の推進により、農業者の負担軽減と利便性向上を図る。 

 また、認定農業者が経営改善計画に沿って経営改善を着実に進めるため、農業経営等の専門

的な知識を有する者を積極的に活用することとする。県・市町村は、経営改善計画の終期を迎

える認定農業者には、更なる経営発展に資するため、専門的な知識を有する者、または、各農

業事務所普及指導課・地区農業指導センター、農業協同組合、農業委員会、株式会社日本政策

金融公庫等と連携し、計画の達成状況についての分析と課題の把握を行い、新たな計画の作成

推進に努めるものとする。 

※主たる従事者とは、その経営体が行う耕作又は養畜の事業を中核的に担う者（経営主等）
であり、その労働内容には農作業だけでなく、経営上の判断・決定、資材等の仕入れ作業、
出荷作業等の農業経営に関するすべての作業が含まれる。 

 
 これらの目標を達成するため、地域の話し合いを基本に次のように確保・育成を図る。 
 
 (1) 農業経営基盤強化促進法第１２条第１項の規定による農業経営改善計画の認定を受けた 
  者（以下「認定農業者」という。）の確保・育成 
 自らの創意工夫に基づき、農業経営の改善を進めようとする者に対して、農業経営基盤強化
促進法第１２条に基づく「認定農業者制度」を活用し、農業者自らが作成した農業経営改善計
画に基づく規模拡大、生産方式の合理化等の経営改善に向けた取り組みを関係機関と連携し支
援する。市町村の基本構想水準に到達している経営体や、人・農地プランの中心経営体に位置
づけられた経営体に対しても、認定農業者制度へ誘導することにより、計画的な経営改善を支
援する。 

 なお、農業経営改善計画の申請手続については、農林水産省共通申請サービスを活用したオ

ンライン化の推進により、農業者の負担軽減と利便性向上を図る。 

 また、認定農業者が経営改善計画に沿って経営改善を着実に進めるため、農業経営等の専門

的な知識を有する者を積極的に活用することとする。県・市町村は、経営改善計画の終期を迎

える認定農業者には、更なる経営発展に資するため、専門的な知識を有する者、または、各農

業事務所普及指導課・地区農業指導センター、農業協同組合、農業委員会、株式会社日本政策

金融公庫等と連携し、計画の達成状況についての分析と課題の把握を行い、新たな計画の作成

推進に努めるものとする。 



 

 

 さらに、企業的経営を育成する観点から、規模拡大や経営体質の強化を積極的に図ろうとす

る経営体の法人化を推進する。 
 
 (2) 集落営農組織等の確保・育成 
 地域及び営農の実態等に応じた生産組織を育成するとともに、共同作業体系の確立、計画
的な機械整備、持続的な経営発展のための法人化等、経営基盤を強化する取組について、関
係機関と連携し支援する。 
 特に、法人化した組織については、次世代リーダーの育成や組織間連携の推進など、法人
運営の高度化を図る。さらに、平坦地の水田作においては、集落営農組織による営農が行わ
れており、持続的な経営発展のため、法人化等を推進するとともに、収益性を確保するため、
野菜等の新規作物導入の取組を推進し、複合化による経営基盤の強化を促す。 
 また、条件不利地域等、効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成が当面困難な地域にお
いては、目指すべき農業経営に発展しうる集落営農組織等の確保・育成を図る。 
 

 (3) 女性農業者の経営参画の推進  
 効率的かつ安定的な農業経営を推進する上で、女性農業者が意欲と能力を十分発揮できる
よう、家族経営協定の締結、農業経営改善計画の共同申請の推進や起業等を通じた農業経営
への参画を促進する。 

 
  (4) 農村起業の確保・育成 

 農業者や農村が主体となり、雇用や所得の確保及び集落への定住促進を図るため、地域の
特色ある農林水産物等の資源を活用した地域ぐるみの人材育成、技術導入、販売企画力の強
化の取組を支援する。併せて、農業経営の多角化、商工業者等の他産業との連携等を推進す
ることにより、新たなビジネスの創出を図る。 

 
  (5) 企業等の農業参入の推進 

 地域活性化や農地の有効利用を図るため、担い手の一形態として企業等の農業参入を推進
する。地域との協調の下、相談窓口の運営や企業等と地域との調整活動支援を実施する。 
 また、参入後の企業に対しても、セミナーの開催や商談会の情報提供等のフォローアップ
により、定着を支援する。 

 
 (6) 農業を支える多様な人材や経営体の活躍推進 
 農業の現場で必要な多様な人材を確保していくため、関係機関と連携して、働き方改革に
よる労働改善・就業条件整備、ＧＡＰ手法の活用によるマネジメントなど、働きやすい環境
づくりを推進する。 
 また、農福連携による障害者雇用や農作業委託、各種制度を活用した   外国人材の受
入れを促進するとともに、地域農業を支える中小規模、家族経営など多様な経営体における
経営発展・継承などの取組を支援する。 
 

４ 新たに農業経営を営もうとする青年等の目標及び確保・育成の基本的な考え方 
  (1) 新規就農の現状と新たに農業経営を営もうとする青年等の確保に向けた目標 

 本県農業の持続的な発展を図るため、４５歳未満の新規就農者の確保目標を年間１７０人
とし、農家子弟、農外からの新規参入者、雇用就農者等意欲ある担い手を確保・育成する。 
  なお、４５歳以上６５歳未満の中高年齢者についても、他産業従事経験等を活かして意欲

 

 

 さらに、企業的経営を育成する観点から、規模拡大や経営体質の強化を積極的に図ろうとす

る経営体の法人化を推進する。 
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的な機械整備、持続的な経営発展のための法人化等、経営基盤を強化する取組について、関
係機関と連携し支援する。 
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入の取組を推進し、複合化による経営基盤の強化を図る。さらに、法人化した組織について
は、次世代リーダーの育成や組織間連携の推進など、法人運営の高度化を支援する。 
 また、条件不利地域等、効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成が当面困難な地域にお
いては、目指すべき農業経営に発展しうる集落営農組織等の確保・育成を図る。 
 

 (3) 女性農業者の経営参画の推進  
 効率的かつ安定的な農業経営を推進する上で、女性農業者が意欲と能力を十分発揮できる
よう、家族経営協定の締結、農業経営改善計画の共同申請の推進や起業等を通じた農業経営
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  (5) 企業等の農業参入の推進 
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 また、参入後の企業に対しても、セミナーの開催や商談会の情報提供等のフォローアップ
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 (6) 農業を支える多様な人材や経営体の活躍推進 
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 また、農福連携による障害者雇用や農作業委託、各種制度を活用した適正な外国人材の受
入れを促進するとともに、地域農業を支える中小規模、家族経営など多様な経営体における
経営発展・継承などの取組を支援する。 
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  (1) 新規就農の現状と新たに農業経営を営もうとする青年等の確保に向けた目標 
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とし、農家子弟、農外からの新規参入者、雇用就農者等意欲ある担い手を確保・育成する。 
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的に農業に取り組む者については、積極的に支援の対象とする。 
 
  (2) 新たに農業経営を営もうとする青年等の労働時間・農業所得に関する数値目標 

 本県の他産業従事者や優良な農業経営の事例と均衡する年間総労働時間の水準を達成しつ
つ、農業経営開始から５年後には農業で生計が成り立つ年間農業所得（３に示す効率的かつ
安定的な農業経営の目標の５割程度の農業所得）を目標とする。 
 

的に農業に取り組む者については、積極的に支援の対象とする。 
 
  (2) 新たに農業経営を営もうとする青年等の労働時間・農業所得に関する数値目標 

 本県の他産業従事者や優良な農業経営の事例と均衡する年間総労働時間の水準を達成しつ
つ、農業経営開始から５年後には農業で生計が成り立つ年間農業所得（３に示す効率的かつ
安定的な農業経営の目標の５割程度の農業所得）を目標とする。 
 

 
 
 
 
 
 

 目標年間労働時間 主たる従事者１人当たり１，７５０～２，０００時間程度 
  
  
  
  
  
  
  

 
目標年間労働時間 主たる従事者１人当たり１，７５０～２，０００時間程度 

 

 目標年間農業所得 主 た る 従 事 者 １ 人 当 た り  おおむね２５０万円 

１ 経 営 体 当 た り  おおむね３５０万円 

目標年間農業所得 主 た る 従 事 者 １ 人 当 た り  おおむね２５０万円 

１ 経 営 体 当 た り  おおむね３５０万円 

  

 
  (3) 新たに農業経営を営もうとする青年等の確保に向けた県の取組 

  県内１４カ所に就農相談窓口を設置し、県内外での就農情報の収集及び発信、就農相談会
を行うほか、就農にあたっての様々な相談に対応するとともに、本県への就農を呼び込む提
案型の産地受入体制整備を推進する。 
 また、栽培技術や農業経営に関する知識の習得のため、県立農林大学校の教育内容の見直
し及び認定農業者や農業経営士等の技術・経営力に優れた農家のネットワーク化を図り、効
率的かつ計画的な研修が可能な体制を整備する。 
 併せて、就農希望者の段階に応じて県単独の農業体験事業・就農留学事業をはじめとする
各種支援策を講じ、円滑な就農を支援する。 

 
５ 地域営農の活性化 
 地域農業において、担い手の高齢化、遊休農地や非農地の増加等の課題が山積している。将
来の地域農業の健全な発展を図っていくために、地域の話合いを活性化させ、地域の現状と将
来の課題を農業者と関係機関等で共有することにより、地域計画策定を支援する。また、策定
された地域計画の進捗状況について不断の検証を行い、今後の農地利用を担う農業経営体等へ
の農地集積・集約化を促進するとともに、将来を見据えた地域農業の担い手を確保する。 

 
 
６ 地域別の取組 

効率的かつ安定的な農業経営を育成するにあたって、基盤整備事業等による生産基盤の整備
を促進する。併せて、土地利用型農業については、地域の実情に応じて、農地中間管理機構が
行う事業           等の「農業経営基盤強化促進事業」を積極的に推進すること
により、農地利用の集積や作業の受委託を促進し、面的なまとまりを持った農地利用集積を図
り、生産性の向上や経営の改善を促進するものとする。 

また、集約型農業については、コストの低減、高収益作物や加工部門の導入、産地の形成、
ブランド化等を推進し、生産性及び品質の向上、高付加価値化による経営の改善を促進するこ
とが基本となる。 

さらに、平坦地域と中山間地域に分け、基本的な取組の方向等を示すと次のとおりである。 

 
  (3) 新たに農業経営を営もうとする青年等の確保に向けた県の取組 

  県内１４カ所に就農相談窓口を設置し、県内外での就農情報の収集及び発信、就農相談会
を行うほか、就農にあたっての様々な相談に対応するとともに、本県への就農を呼び込む提
案型の産地受入体制整備を推進する。 

また、栽培技術や農業経営に関する知識の習得のため、県立農林大学校の教育内容の見直
し及び認定農業者や農業経営士等の技術・経営力に優れた農家のネットワーク化を図り、効
率的かつ計画的な研修が可能な体制を整備する。 
 併せて、就農希望者の段階に応じて県単独の農業体験事業・就農留学事業をはじめとする
各種支援策を講じ、円滑な就農を支援する。 

 
５ 地域営農の活性化 
 地域農業において、担い手の高齢化、遊休農地や非農地の増加等の課題が山積している。将
来の地域農業の健全な発展を図っていくために、地域の話合いを活性化させ、地域の現状と将
来の課題を農業者と関係機関等で共有することにより、「人・農地プラン」の実質化を推進す
る。また、実質化された「人・農地プラン」の進捗状況について不断の検証を行い、今後の農
地利用を担う中心経営体への農地集積・集約化を促進するとともに、将来を見据えた地域農業
の担い手を確保する。 

 
６ 地域別の取組 

効率的かつ安定的な農業経営を育成するにあたって、基盤整備事業等による生産基盤の整備
を促進するとともに、土地利用型農業については、地域の実情に応じて、農地中間管理機構が
行う事業、利用権設定等促進事業等の「農業経営基盤強化促進事業」を積極的に推進すること
により、農地利用の集積や作業の受委託を促進し、面的なまとまりを持った農地利用集積を図
り、生産性の向上や経営の改善を促進するものとする。 

また、集約型農業については、コストの低減、高収益作物や加工部門の導入、産地の形成、
ブランド化等を推進し、生産性及び品質の向上、高付加価値化による経営の改善を促進するこ
とが基本となる。 

さらに、平坦地域と中山間地域に分け、基本的な取組の方向等を示すと次のとおりである。 



 
 
 (1) 平坦地域 

代表的な経営類型は、米麦、施設野菜、露地野菜、果樹、畜産を基幹的な作目とする経営等
が想定される。 

水田作を中心とする地域では、米麦を主体とする土地利用型農業において、面的なまとまり
を持った農地利用集積を推進し、規模拡大による生産性の高い個別経営体の育成を図る。また、
担い手の不足する地域においては、集落営農組織の確保・育成を進めるとともに、園芸作物等
との複合化や任意組合の法人化等による経営体質強化を推進する。 

また、法人化した組織については、次世代リーダーの育成や組織間連携の推進など、法人運
営の高度化を支援する。 

畑作を中心とする地域では、施設野菜、露地野菜、施設花き、果樹、畜産等における生産技
術の高度化・規模拡大等による経営の効率化を推進し、担い手の育成・発展を支援することに
より、一層の産地強化を図る。 

 
 (2) 中山間地域 

代表的な経営類型は、露地野菜、畜産、工芸作物（コンニャク）、果樹を基幹的な作目とす
る経営等が想定される。 

水田作においては、機械・施設の共同利用や他産業との連携を含めた農作業受委託体制の整
備、集落営農組織の育成等を支援し、低コストで、品質の安定した水稲の生産を推進する。 

畑作においては、面的なまとまりを持った農地利用集積を推進し、露地野菜や工芸作物（コ
ンニャク）、畜産等を主体とする大規模な担い手の育成・経営発展を支援する。併せて、生産
条件に恵まれない地域においては、中山間地域の立地条件を生かした観光との連携や加工等の
特色ある付加価値の高い農業生産を推進する。 

また、鳥獣による被害の増加が懸念されることから、遊休農地の発生防止、再生活動及び有
効活用の促進、鳥獣害対策等の取組を支援し、担い手の経営基盤を確保する。 

 
７ 地域段階における推進母体への支援 
 効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成及び地域営農の活性化を効果的に進めるため、市
町村、農業委員会、農業協同組合、農業事務所等の関係機関が連携した地域担い手育成総合支
援協議会（農業再生協議会）等（以下、「地域担い手協議会等」という。）が地域段階におけ
る推進母体となり、課題や情報を共有・分析し、一体的に活動することが必要である。 
 そのため、県では群馬県担い手育成総合支援協議会とともに、地域担い手協議会等の活動促
進を図るため、連携強化や情報共有などの支援を行う。 

 
 
第２ 効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標                                         
 
 
 第１の３に示したような目標を可能とする農業経営の指標として、地域で展開している優れ
た経営と地域の特徴、条件等を踏まえ、本県における主要な営農類型及び営農類型毎の生産方
式、経営管理の方法、農業従事の態様等は巻末に例示するとおりである。 

 
 
 
 
 

 
 
 (1) 平坦地域 

代表的な経営類型は、米麦、施設野菜、露地野菜、果樹、畜産を基幹的な作目とする経営等
が想定される。 

水田作を中心とする地域では、米麦を主体とする土地利用型農業において、面的なまとまり
を持った農地利用集積を推進し、規模拡大による生産性の高い個別経営体の育成を図る。また、
担い手の不足する地域においては、集落営農組織の確保・育成を進めるとともに、園芸作物等
との複合化や任意組合の法人化等による経営体質強化を推進する。 

また、法人化した組織については、次世代リーダーの育成や組織間連携の推進など、法人運
営の高度化を支援する。 

畑作を中心とする地域では、施設野菜、露地野菜、施設花き、果樹、畜産等における生産技
術の高度化・規模拡大等による経営の効率化を推進し、担い手の育成・発展を支援することに
より、一層の産地強化を図る。 

 
 (2) 中山間地域 

代表的な経営類型は、露地野菜、畜産、工芸作物（コンニャク）、果樹を基幹的な作目とす
る経営等が想定される。 

水田農業においては、機械・施設の共同利用や他産業との連携を含めた農作業受委託体制の
整備、集落営農組織の育成等を支援し、低コストで、品質の安定した水稲の生産を推進する。 

畑作においては、面的なまとまりを持った農地利用集積を推進し、露地野菜や工芸作物（コ
ンニャク）、畜産等を主体とする大規模な担い手の育成・経営発展を支援するとともに、生産
条件に恵まれない地域においては、中山間地域の立地条件を生かした観光との連携や加工等の
特色ある付加価値の高い農業生産を推進する。 

また、鳥獣による被害の増加が懸念されることから、遊休農地の発生防止、再生活動及び有
効活用の促進、鳥獣害対策等の取組を支援し、担い手の経営基盤を確保する。 

 
７ 地域段階における推進母体への支援 
 効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成及び地域営農の活性化を効果的に進めるため、市
町村、農業委員会、農業協同組合、農業事務所等の関係機関が連携した地域担い手育成総合支
援協議会（農業再生協議会）等（以下、「地域担い手協議会等」という。）が地域段階におけ
る推進母体となり、課題や情報を共有・分析し、一体的に活動することが必要である。 
 そのため、県では群馬県担い手育成総合支援協議会とともに、地域担い手協議会等の活動促
進を図るため、連携強化や情報共有などの支援を行う。 

 
 
第２ 効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標                                         
 
 
 第１の３に示したような目標を可能とする農業経営の指標として、地域で展開している優れ
た経営と地域の特徴、条件等を踏まえ、本県における主要な営農類型及び営農類型毎の生産方
式、経営管理の方法、農業従事の態様等は巻末に例示するとおりである。 

 
 
 
 
 



 
 
第２の２ 新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 
 
 

第１の４の（２）に示したような目標を可能とする、新たに農業経営を営もうとする青年 
等が目標とすべき農業経営の指標として、現に本県で展開している優良事例を踏まえつつ、本
県における主要な営農類型及び営農類型毎の生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等は
巻末に例示するとおりである。 

 
 
第３ 農業を担う者の確保及び育成を図るための体制の整備その他支援の実施に関する事項 
 
 
１ 農業を担う者の確保及び育成の考え方 
 

  本県の特色ある優れた品質の農畜産物を安定的に生産するとともに、魅力ある農村及び地
域社会を維持し、本県農業が持続的に発展していくためには、生産性と収益性が高く、持続
的な発展性を有する効率的かつ安定的な農業経営を育成するとともに、新規就農者などの次
世代の農業を担う人材や中小・家族経営などの多様な農業経営体を幅広く確保し育成してい
く必要がある。          

     このため、本基本方針第１の「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向」に即し
て、認定農業者や認定新規就農者、集落営農等の担い手について、経営規模や家族・法人な
ど経営形態の別に関わらず育成し、主体性と創意工夫を発揮した経営を展開できるよう重点
的に支援する。また、次世代の農業を担う人材を確保するため、新たに就農（農業経営の開
始又は農業への就業）をしようとする青年等について、県内の各地域で安心して就農し定着
することが出来るよう、相談への対応・情報の提供、農業技術や経営方法等の研修の実施、
地域毎の受入から定着のサポートなど、関係機関と連携して一貫した支援を実施する。  
  さらに、中小・家族経営、兼業農家などの多様な経営体について、地域社会の維持の面で
も担い手とともに重要な役割を果たしている実態を踏まえ、地域資源の適切な維持管理を図
るための支援を実施する。また、定年後に就農しようとする者やマルチワークの一つとして
農業を選択する者など多様な形で農業に関わる者についても、地域農業の活性化や地域社会
の維持の面で重要な役割を果たすことが期待されることから、相談対応や情報提供、研修の
実施等のサポートを行う。  
  併せて、生産現場の人手不足や生産性向上等の課題に対応し、担い手や多様な農業経営体
による農業生産を下支えする観点から、スマート農業技術等を活用して省力的に農作業を行
う農業支援サービス事業体による農作業の受委託を促進する。  

         
２ 農業経営・就農支援センターの体制及び運営方針 
 

農業経営基盤強化促進法第 11 条の 11 の規定に基づき、一般社団法人群馬県農業会議及
び公益財団法人群馬県農業公社を、群馬県農業経営・就農支援センターとしての業務を行う
拠点として位置付け、農業経営の改善に向けた助言・指導、就農等希望者の相談・情報提供、
市町村への紹介等を行うこととする。  
 
 
 

 
 
第３ 新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 
 

第１の４の（２）に示したような目標を可能とする、新たに農業経営を営もうとする青年 等
が目標とすべき農業経営の指標として、現に本県で展開している優良事例を踏まえつつ、本県
における主要な営農類型及び営農類型毎の生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等は巻
末に例示するとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

なお、群馬県農業経営・就農支援センターは、以下（１）～（４）の業務を行うこととする。 
      （１）農業を担う者の確保・育成を図るための情報発信・広報活動  

（２）経営管理の合理化等の農業経営の改善、農業経営の法人化や委託を受けて農作業を
行う組織の設立等に関する相談対応、専門家派遣、啓発活動  

      （３）農業経営の計画的な継承のための啓発活動、相談対応  
      （４）就農等希望者などの農業を担う者、その他関係者からの相談対応、必要な情報の提

供、希望に応じた就農先の紹介・調整  
  また、運営に当たっては、群馬県農業構造政策課が指導・監督を行うとともに、群馬県農
業経営・就農支援センターは、以下ア～ケの関係機関と相互に連携してサポートを行うもの
とする。 

      （行政機関） 
      ア 市町村 
      （農業系団体） 
      イ 群馬県農業協同組合中央会 
      ウ 公益財団法人群馬県農業公社 
      エ 株式会社日本政策金融公庫 
      オ 農林中央金庫 
      カ 群馬県農業法人協会 
      キ 群馬県農業経営アドバイザー連絡協議会 
      （８）産地受入協議会 
      （商工系団体） 
      （９）群馬県商工会連合会 
      （10）群馬県産業支援機構 

  なお、群馬県農業構造政策課は、年度毎の運営内容を定めた規程について、前年度の活動
状況や当年度の予算措置状況等を踏まえて関係機関と協議の上作成する。さらに、 農業経
営・就農支援センターの相談窓口については、一般社団法人群馬県農業会議に設置すること
とし、本県及び関係機関が連携して、就農から定着、経営発展までのサポートを一貫して行
うものとする。 

         
３ 本県が主体的に行う取組 
 
    本県は、新たに就農しようとする者や農業を担う者を幅広く確保するため、群馬県農業経

営・就農支援センターと連携して、農業の魅力、市町村・地域毎の受入体制、具体的な生活
のイメージ等について、様々なメディアを活用した PR 活動を行うとともに、ホームページ
等を活用して積極的に情報発信する。  

     また、新たに就農しようとする青年等に対する研修の実施を積極的に実施するとともに、
新たに農業経営を営もうとする青年等が円滑に経営を開始し、将来的に効率的かつ安定的な
農業経営へ発展できるよう、必要な支援を集中的に措置する青年等就農計画制度の普及及び
国等の支援の活用を働きかける。  

     さらに、認定農業者が経営改善計画を達成することに加え、認定新規就農者が円滑に認定
農業者に移行できるよう、県普及指導センターにより計画的に巡回指導等を行う。 併せて、
県立農業大学校において実践的な研修教育指導等を行うとともに、農業を担う者ごとの取組
内容に添ったきめ細やかなサポートを行う。 

         
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
４ 関係機関の連携・役割分担の考え方 
 

群馬県農業経営・就農支援センターは、群馬県農業構造政策課、市町村、一般社団法人群
馬県農業会議、公益財団法人群馬県農業公社、農業協同組合、労働局、公共職業安定所、集
落等との緊密な連携をとった支援体制を構築し、就農相談や農業法人等からの求人情報の収
集と職業紹介等を通じた青年農業者確保育成活動等を推進する。   
市町村は、就農希望者等の受入について、市町村の関係者が連携した体制を構築するとと

もに、就農地の生活・住居等に関する情報の提供、定着する上での相談対応等のサポートを
行う。また、農業支援サービス事業体の活用に関し、サービス事業体に対して提供サービス
内容（料金、対応区域等）に関する情報の提供を働き掛けるとともに、農業委員会と連携し、
地域のサービス事業体に関する情報の収集及びサービス事業体による農作業の受委託の促
進に努める。   
農業協同組合は、就農希望者等の作物ごとの営農技術等の指導を行うとともに、必要に応

じて農業機械の貸与など必要なサポートを行う。   
一般社団法人群馬県農業会議、公益財団法人群馬県農業公社、市町村農業委員会は、農業

を担う者からの農地等に関する相談対応、農地等に関する情報の提供、農地等の紹介・あっ
せん等を行う。  
株式会社日本政策金融公庫は、 規模拡大・経営発展をしようとする農業者や経営を開始す

る認定新規就農者等からの相談に対応し、各種融資を活用した経営面でのアドバイスを行
う。 
群馬県商工会連合会及び群馬県産業支援機構は、６次産業化や販路拡大を目指す農業者か

らの相談等に対応し、中小企業向けの施策を活用した支援・サポートを行う。   
個々の集落（地域計画の作成区域）では、農業を担う者を受け入れるための地域の雰囲気

づくり・コミュニケーションづくりを行う。  
         
５ 就農希望者のマッチング及び農業を担う者の確保・育成のための情報収集・相互提供 
 

市町村は、区域内の就農受入組織（協議会、農協等）と連携し、区域内における作付け品
目毎の就農受入体制、研修内容、就農後の生活や収入のイメージ等、就農等希望者が必要と
する情報を整理し、本県及び群馬県農業経営・就農支援センターに情報提供する。  
群馬県農業経営・就農支援センターは、市町村から提供を受けた就農受入や農業経営・生

活等のイメージに関する情報について、ホームページや就農イベント等を通じて就農希望者
等に分かりやすく情報提供する。また、就農等希望者（農業経営の開始又は農業への就業を
しようとする者）、就農を受け入れる法人等の農業者、その他の関係者から就農等に関する
相談があった場合には、相談内容に応じて必要な情報を提供し、当該者の希望内容や相談の
結果等に応じて積極的に研修先や就農先の市町村を調整し、市町村の担当者等に紹介する。 
加えて、群馬県農業経営・就農支援センター及び県普及指導センターは、就農等希望者を

市町村等に紹介した後においても、その後の研修・調整・定着状況を随時把握し、関係者と
連携して必要な助言・指導を行うとともに、研修・就農先の変更が必要になった場合には、
必要に応じて他の市町村等との調整を行う。  

   市町村及び農業協同組合は、経営の移譲を希望する農業者の情報について、積極的に把握
するよう努め、本県及び群馬県農業経営・就農支援センターに情報提供するとともに、群馬
県農業経営・就農支援センターは、就農等希望者とマッチングを行い、市町村等と連携して
円滑に継承できるよう必要なサポートを行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
第４ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 
   その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標 
 
 
 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対し、農用地の利用集積を積極的に推進する。 
 これら担い手に対する農用地の利用（農作業受委託を含む。）の集積に関する目標を、将来
の本県の農用地に占める面積の６６％程度とする。 
 さらに、県内において作成される地域計画の実現に向けて、効率的かつ安定的な農業経営を
営む者に対する農用地の集約化を進めるため、担い手間の調整や圃場整備等を行い、農地中間
管理機構を軸としながら、本県、市町村、農業委員会及び農業協同組合等関係機関が一体とな
って農用地の利用調整に取り組み、分散錯圃の状況を解消し、担い手の農用地の連坦化や団地
面積の増加を図る。 
 

 
第５ 効率的かつ安定的な農業経営を育成するために必要な事項                           
 
 
１ 農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的事項 
 効率的かつ安定的な農業経営の育成と農用地の利用集積に関する目標の達成を図るために
は、遊休農地の発生防止や再生利用の取組を進め、規模縮小を考えている農家などから、農地
を目標地図に位置づけられた受け手となり得る農業経営体に効率的に集積することが必要で
ある。このため、              農地中間管理事業等を活用しながら、農業経
営基盤の強化の促進のための措置を講ずる。 

 
 (1) 農業経営基盤の強化を促進するための施策 
ア 農地中間管理事業については、県内各地域の特性に即した営農類型における効率的かつ安
定的な経営の育成と地域全体の農業の発展が図られるよう適切な運用を図り、これら経営へ
の農用地利用の集積を農作業受託をも含めた形で推進する。この場合、賃借料、農作業受託
料金の適正化を図り、望ましい経営の発展に資するよう努める。 

また、農地中間管理機構が農地所有者から農地を借受け、担い手に対して、その規模拡大
や利用する農地の集約化に配慮して転貸することにより、地域における農用地利用を最適化
する。 

  事業の促進にあたっては、市町村、農業委員会、公益財団法人群馬県農業公社、農業協同
組合等関係機関と連携し、農地中間管理機構が行う事業等を活用しながら効果的に推進する。 

 
イ 農用地利用改善事業については、地域内の話し合いによる合意形成を通じ、効率的かつ安
定的な経営への農用地利用の集積を進めるため、地域担い手協議会や市町村等との連携を図
りつつ、水田農業等土地利用型農業が主である集落であって、かつ、効率的かつ安定的な農
業経営の育成及びこれらの経営への農用地の利用集積が遅れている集落において、農用地利
用改善団体の設立を推進する。 

  さらに、担い手が不足している地域や水田農業等土地利用型農業の構造改革が遅れている
地域の農用地利用改善団体にあっては、関係者の合意の下に、地域内農用地の受け手となり、
その有効利用を図る組織経営体として、特定農業法人又は特定農業団体の設立を推進する。 

 
ウ 委託を受けて行う農作業の実施を促進する事業、農業経営の改善を図るため必要な農業従

 
 
第４ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 
 
 
 
 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対し、農用地の利用集積を積極的に推進する。 
 これら担い手に対する農用地の利用（農作業受委託を含む。）の集積に関する目標を、将来
の本県の農用地に占める面積の６６％程度とする。 
 さらに、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用集積については、より
効率的な営農を可能とするため、分散したほ場を集約化することが望ましく、市町村、農業委
員会、公益財団法人群馬県農業公社、農業協同組合等関係機関と連携し、農地中間管理事業等
を強力に推進する。 

 
 
 
第５ 効率的かつ安定的な農業経営を育成するために必要な事項                           
 
 
１ 農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的事項 
 効率的かつ安定的な農業経営の育成と農用地の利用集積に関する目標の達成を図るために
は、遊休農地の発生防止や再生利用の取組を進め、規模縮小を考えている農家などから、農地
を人・農地プランにおける地域の中心経営体に効率的に集積することが必要である。このため
には、利用権設定等促進事業や農地中間管理事業等を活用しながら、農業経営基盤の強化の促
進のための措置を講ずる。 

 
 (1) 農業経営基盤の強化を促進するための施策 
ア 利用権設定等促進事業については、県内各地域の特性に即した営農類型における効率的か
つ安定的な経営の育成と地域全体の農業の発展が図られるよう適切な運用を図り、これら経
営への農用地利用の集積を農作業受託をも含めた形で推進する。この場合、賃借料、農作業
受託料金の適正化を図り、望ましい経営の発展に資するよう努める。 

 
 
 
  事業の促進にあたっては、市町村、農業委員会、公益財団法人群馬県農業公社、農業協同
組合等関係機関と連携し、農地中間管理機構が行う事業等を活用しながら効果的に推進する。 

 
イ 農用地利用改善事業については、地域内の話し合いによる合意形成を通じ、効率的かつ安
定的な経営への農用地利用の集積を進めるため、地域担い手協議会や市町村等との連携を図
りつつ、水田農業等土地利用型農業が主である集落であって、かつ、効率的かつ安定的な農
業経営の育成及びこれらの経営への農用地の利用集積が遅れている集落において、農用地利
用改善団体の設立を推進する。 

  さらに、担い手が不足している地域や水田農業等土地利用型農業の構造改革が遅れている
地域の農用地利用改善団体にあっては、関係者の合意の下に、地域内農用地の受け手となり、
その有効利用を図る組織経営体として、特定農業法人又は特定農業団体の設立を推進する。 

 
ウ 委託を受けて行う農作業の実施を促進する事業、農業経営の改善を図るため必要な農業従



事者の育成及び確保を促進する事業、その他農業経営基盤の強化を促進するために必要な事
業については、各地域の特性を踏まえてその地域に適した事業を主体に、重点的、効果的な
実施を図る。 

 
 
エ ほ場の効率的活用による生産性の向上を図るため、ほ場の大区画化などの基盤整備事業等
を積極的に推進する。また、集落の話し合いにおける土地利用調整を行い、事業を契機とし
た       農作業受託等の総合的推進等により、地域農業の担い手に対する農用地の
利用集積を促進する。  

 
                                          
                                         
                                          

 
 (2) 県指導機関等の役割の明確化及び体制の整備 

 効率的かつ安定的な農業経営の育成と地域の農業生産の組織化を促進するため、県域段階
では、県庁農政部各課及び各農業事務所、一般社団法人群馬県農業会議、群馬県農業協同組
合中央会、公益財団法人群馬県農業公社、群馬県土地改良事業団体連合会等県内の関係団体
で構成する群馬県「人・農地」政策推進会議において、県内の指導体制を整備し、相互に十
分な連携を図る。同様に地域段階でも、各農業事務所の「人・農地」政策地域推進会議にお
いて、地域担い手協議会等との連携により、指導体制を整備し、総合的に推進する。 

 
２ 新たに農業経営を営もうとする青年等の確保・育成に関する基本的事項 

  第１の４で示す新たに農業経営を営もうとする青年等の確保目標を達成するため、次の 
とおり、取組を推進する。 

 
(1) 新たに農業経営を営もうとする青年等の増加に向けた取組 
 ア 就農意欲の醸成に向けた取り組み 

 就農希望者に対し、本県農業の魅力を積極的に伝えていくため、様々なメディアを経由
したＰＲ活動を行うとともに、ニューノーマルに対応するため、ホームページ等での情報
発信やオンラインでの就農相談など、インターネットを活用した取組を推進する。 

  また、担い手確保に取り組む県内各産地において、関係機関が一丸となり就農希望者の
受入体制を整備し、本県への就農を呼び込む取組を推進する。 

 イ 就農希望者に対する情報提供 
県内１４カ所の相談窓口において、就農希望者からの相談に応じるとともに、関係機関

において情報の共有を図る。また、就農希望者のニーズに応じた研修先や就農先の情報、
借受け可能な農地や施設園芸用ハウスの情報、栽培技術や経営ノウハウ等の農業経営に関
する情報の提供を行う。   
また、農業法人等への雇用就農について、県内の農業法人協会や群馬労働局と連携し、

求人情報の収集と紹介等を行う。 
 ウ 技術習得のための支援 

農業の理解促進と円滑な就農促進に向けた農業体験及び短期研修と、実践的な研修を効
率的に組み合わせて実施することにより、農業経営に必要な栽培技術や経営ノウハウ等の
習得を支援する。 

     また、農業教育の拠点として、県立農林大学校における学生教育の充実、就農を希望す
る一般県民を対象とした研修制度の充実等を通じて、栽培技術や農業経営に関する知識の
習得の機会を提供する。 

事者の育成及び確保を促進する事業、その他農業経営基盤の強化を促進するために必要な事
業については、各地域の特性を踏まえてその地域に適した事業を主体に、重点的、効果的な
実施を図る。 

 
 
エ ほ場の効率的活用による生産性の向上を図るため、ほ場の大区画化などの基盤整備事業等
を積極的に推進する。また、集落の話し合いにおける土地利用調整を行い、事業を契機とし
た利用権の設定、農作業受託等の総合的推進により、地域農業の担い手に対する農用地の利
用集積を促進する。  

 
オ 農地中間管理事業については、農地中間管理機構が農地所有者から農地を借受け、担い手
に対して、その規模拡大や利用する農地の集約化に配慮して転貸することにより、地域にお
ける農用地利用を最適化する。 

 
 (2) 県指導機関等の役割の明確化及び体制の整備 

 効率的かつ安定的な農業経営の育成と地域の農業生産の組織化を促進するため、県域段階
では、県庁農政部各課及び各農業事務所、一般社団法人群馬県農業会議、群馬県農業協同組
合中央会、公益財団法人群馬県農業公社、群馬県土地改良事業団体連合会等県内の関係団体
で構成する群馬県「人・農地」政策推進会議において、県内の指導体制を整備し、相互に十
分な連携を図る。同様に地域段階でも、各農業事務所の「人・農地」政策地域推進会議にお
いて、地域担い手協議会等との連携により、指導体制を整備し、総合的に推進する。    
 

２ 新たに農業経営を営もうとする青年等の確保・育成に関する基本的事項 
  第１の４で示す新たに農業経営を営もうとする青年等の確保目標を達成するため、次の と
おり、取組を推進する。 

 
(1) 新たに農業経営を営もうとする青年等の増加に向けた取組 
 ア 就農意欲の醸成に向けた取り組み 

 就農希望者に対し、本県農業の魅力を積極的に伝えていくため、様々なメディアを経由
したＰＲ活動を行うとともに、ニューノーマルに対応するため、ホームページ等での情報
発信やオンラインでの就農相談など、インターネットを活用した取組を推進する。 

  また、担い手確保に取り組む県内各産地において、関係機関が一丸となり就農希望者の
受入体制を整備し、本県への就農を呼び込む取組を推進する。 

 イ 就農希望者に対する情報提供 
県内１４カ所の相談窓口において、就農希望者からの相談に応じるとともに、関係機関

において情報の共有を図る。また、就農希望者のニーズに応じた研修先や就農先の情報、
借受け可能な農地や施設園芸用ハウスの情報、栽培技術や経営ノウハウ等の農業経営に関
する情報の提供を行う。   
また、農業法人等への雇用就農について、県内の農業法人協会や群馬労働局と連携し、

求人情報の収集と紹介等を行う。 
 ウ 技術習得のための支援 

農業の理解促進と円滑な就農促進に向けた農業体験及び短期研修と、実践的な研修を効
率的に組み合わせて実施することにより、農業経営に必要な栽培技術や経営ノウハウ等の
習得を支援する。 

     また、農業教育の拠点として、県立農林大学校における学生教育の充実、就農を希望す
る一般県民を対象とした研修制度の充実等を通じて、栽培技術や農業経営に関する知識の
習得の機会を提供する。 



 エ 県内の関係機関の役割分担 
                                        
                              
以下（ア）～（エ）については、各組織が役割を分担しながら連携し、各種取組を進め

る。 
（ア）就農に向けた情報提供及び就農相談 
 a 群馬県農業経営・就農支援センター等 
（イ）技術や経営ノウハウの習得 
 a 県立農林大学校 
 b 農業経営士等の先進農業者等 
（ウ）就農後の営農指導等フォローアップ 
 a 各農業事務所普及指導課・地区農業指導センター 
 b 市町村、農業協同組合 
 c 技術力・経営力に優れた認定農業者及び農業経営士等 
（エ）農地の確保 
 a 農業委員会 
 b 農地中間管理機構等 
 

 オ その他の取組 
  中長期的な取組として、教育機関と連携して農業への理解促進を図るため、小学校から
大学の各段階の生徒・学生が農業に興味・関心を持てるよう、地元の農家による出前授業、
講演会等を開催するとともに、高校生を対象とした雇用就農の促進を図るためのセミナー
を開催する。 

     また、農業が、生徒・学生の進路の選択肢になるよう、学校教育や農業法人協会との連
携による農家や農業法人等におけるインターンシップを実施する。 

     無料の職業紹介事業の実施に当たっては、関係機関等と連携し、雇用就農希望者の円滑
な就農を支援する。 

 
(2) 定着に向けた取組 
   地域内の農業を担う経営体として地域計画に位置付けられるよう促すとともに、国の農
業次世代人材投資事業、青年等就農資金の積極的な活用、各農業事務所普及指導課・地区
農業指導センターをはじめとする地域関係機関が連携した重点指導対象としての定期的な
巡回指導や情報提供、当該青年等を集めての交流機会の提供、経営発展の意欲の高い者に
対する優良経営者による集中講座等により、さらに安定的な経営体への成長を促す機会の
提供等を行う。 

 
(3) 新たに農業経営を営む青年等の経営発展に向けた取組 
 ア 青年等就農計画制度の普及 
県は、新たに農業経営を営もうとする青年等が、将来、効率的かつ安定的な農業経営者へ
と経営発展できるよう、必要な支援を集中的に措置する青年等就農計画制度の普及を図る。 

 イ 認定新規就農者への指導及び農業経営改善計画作成への誘導 
認定新規就農者については、その経営の確立に資するため、就農計画の実施状況を点検

し、市町村、農業委員会、各農業事務所普及指導課・地区農業指導センター、農業協同組
合等の関係機関・団体が必要に応じて栽培技術指導、経営指導等のフォローアップを行う
など、重点的に指導等を行う。さらに、当該農業者が引き続き農業経営改善計画を作成で
きるよう計画的に誘導する。 

 

 エ 県内の関係機関の役割分担 
県は、公益財団法人群馬県農業公社を群馬県青年農業者等育成センター（以下「育成 セ

ンター」という。）として就農促進のための拠点と位置付ける。 
    これを踏まえ、就農に向けた情報提供及び就農相談については育成センター、技術や経

営ノウハウの習得については県立農林大学校、農業経営士等の先進農業者、就農後の営農
指導等フォローアップについては各農業事務所普及指導課・地区農業指導センター、市町
村、農業協同組合及び技術力・経営力に優れた認定農業者や農業経営士、農地の確保につ
いては農業委員会や農地中間管理機構など、各組織が役割を分担しながら連携し、各種取
組を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 オ その他の取組 
  中長期的な取組として、教育機関と連携して農業への理解促進を図るため、小学校から
大学の各段階の生徒・学生が農業に興味・関心を持てるよう、地元の農家による出前授業、
講演会等を開催するとともに、高校生を対象とした雇用就農の促進を図るためのセミナー
を開催する。 

     また、農業が、生徒・学生の進路の選択肢になるよう、学校教育や農業法人協会との連
携による農家や農業法人等におけるインターンシップを実施する。 

     無料の職業紹介事業の実施に当たっては、関係機関等と連携し、雇用就農希望者の円滑
な就農を支援する。 

 
(2) 定着に向けた取組 
   市町村が策定する「人・農地プラン」に地域の中心的な経営体として位置付けられるよ
う促すとともに、国の農業次世代人材投資事業、青年等就農資金の積極的な活用、各農業
事務所普及指導課・地区農業指導センターをはじめとする地域関係機関が連携した重点指
導対象としての定期的な巡回指導や情報提供、当該青年等を集めての交流機会の提供、経
営発展の意欲の高い者に対する優良経営者による集中講座等により、さらに安定的な経営
体への成長を促す機会の提供等を行う。 

 
(3) 新たに農業経営を営む青年等の経営発展に向けた取組 
 ア 青年等就農計画制度の普及 

県は、新たに農業経営を営もうとする青年等が、将来、効率的かつ安定的な農業経営者へ
と経営発展できるよう、必要な支援を集中的に措置する青年等就農計画制度の普及を図る。 

 イ 認定新規就農者への指導及び農業経営改善計画作成への誘導 
認定新規就農者については、その経営の確立に資するため、就農計画の実施状況を点検

し、市町村、農業委員会、各農業事務所普及指導課・地区農業指導センター、農業協同組
合等の関係機関・団体が必要に応じて栽培技術指導、経営指導等のフォローアップを行う
など、重点的に指導等を行う。さらに、当該農業者が引き続き農業経営改善計画を作成で
きるよう計画的に誘導する。 
 



 
 
第６ 農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項 

 農地中間管理機構の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第４条の規定により
農地中間管理機構に指定された公益財団法人群馬県農業公社は、農業経営の規模の拡大、農
地の集団化その他農地保有の合理化を促進するため、次に掲げる事業の範囲内で、農業経営
基盤強化促進法第７条各号に規定する事業を行う。 
 
(1) 農用地等を買い入れて、当該農用地等を売り渡し、交換し、又は貸し付ける事業（農 
  地売買等事業）  
(2) 農用地等を売り渡すことを目的とする信託の引受けを行い、及び当該信託の委託者に 
   対し当該農用地等の価格の一部に相当する金額の無利子貸付けを行う事業（農地売渡信 
    託等事業） 

 (3) 農業経営基盤強化促進法第１２条第１項の認定に係る農業経営改善計画に従って設立さ
れ、又は資本を増加しようとする農地所有適格法人に対し、農地売買等事業により買い
入れた農用地等の現物出資を行い、及びその現物出資に伴い付与される持分又は株式を
当該農地所有適格法人の組合員、社員又は株主に計画的に分割して譲渡する事業（農地
所有適格法人出資育成事業） 

  (4) (1)に掲げる事業により買い入れた農用地等を利用して行う、新たに農業経営を営もう 
     とする者が農業の技術又は経営方法を実地に習得するための研修その他の事業（研修等 
     事業） 

  
 

附則 
１ この基本方針は、令和５年４月１日から適用する。 
２ この通知の施行に伴い、改正前の農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針の規定に 

基づき実施している事業等に対する同方針の適用については、なお従前の例による。 
 

 

 
 
第６ 農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項 

 農地中間管理機構の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第４条の規定により
農地中間管理機構に指定された公益財団法人群馬県農業公社は、農業経営の規模の拡大、農
地の集団化その他農地保有の合理化を促進するため、次に掲げる事業の範囲内で、農業経営
基盤強化促進法第７条各号に規定する事業を行う。 
 
(1) 農用地等を買い入れて、当該農用地等を売り渡し、交換し、又は貸し付ける事業（農 
  地売買等事業）  
(2) 農用地等を売り渡すことを目的とする信託の引受けを行い、及び当該信託の委託者に 
   対し当該農用地等の価格の一部に相当する金額の無利子貸付けを行う事業（農地売渡信 
    託等事業） 

 (3) 農業経営基盤強化促進法第１２条第１項の認定に係る農業経営改善計画に従って設立さ
れ、又は資本を増加しようとする農地所有適格法人に対し、農地売買等事業により買い
入れた農用地等の現物出資を行い、及びその現物出資に伴い付与される持分又は株式を
当該農地所有適格法人の組合員、社員又は株主に計画的に分割して譲渡する事業（農地
所有適格法人出資育成事業） 

  (4) (1)に掲げる事業により買い入れた農用地等を利用して行う、新たに農業経営を営もう 
     とする者が農業の技術又は経営方法を実地に習得するための研修その他の事業（研修等 
     事業） 
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ま え が き

１ 基本方針策定のねらい

本県の農業は、食料の安定供給はもとより、地域社会の活力の維持、自然環境・県土の保

全等の多面的な機能を有しており、県土の均衡ある発展のために欠かすことのできない重要

な役割を果たしている。

しかしながら、近年の農業をとりまく情勢をみると、農業労働力の非農業部門への流出が

続く一方で、高齢化の著しい進行、遊休農地や非農地の増大など、深刻な問題に直面してい

ることから、将来にわたり本県農業の健全な発展と地域社会の活性化、県土の均衡ある発展

を実現するためには、効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成が緊急かつ重要な課題とな

っている。

このため、地域内の農業者各層の合意の下に育成すべき多様な農業経営の目標を明確化す

るとともに、その目標に向けて農業経営を改善する者に対する農用地の利用集積、経営管理

の合理化など、農業経営基盤の強化を促進することとする。

本県では、このような考え方の下、平成６年２月に「農業経営基盤の強化の促進に関する

基本方針」を策定し、おおむね５年ごと及び法改正に伴う見直しを行っている。

今回、地域計画、目標地図及び農業経営・就農支援センター等を法定化した農業経営基盤

強化促進法の一部改正及び農業情勢等の変化を踏まえ、見直しを行ったものである。

現 状 対 策 目 標

認定農業者等の確保

・育成

農業の果たす役割

・食料の安定供給 ○経営目標の明確化、

・地域社会の活性化 認定農業者制度の推

・国土自然環境保全 進、農業生産の組織化 効率的・安

・法人化、農福連携や 定的な農業 本県農業の

外国人材の活用等 経営の確保 健全な発展

・育成

農業農村の変容 ○新たに農業経営を営 農業農村の

もうとする青年等の確 これら農業 持つ機能の・農家戸数の減少

保・育成 経営が農業 十分な発揮・農業従事者の高齢化

・耕地面積の減少 生産の相当

・地域活力の低下 部分を担う 地域社会の

農地利用集積の促進 ような農業 活力の増大

構造の確立

○農業経営基盤強化促

新たな動き 進事業等の推進

・国内市場の縮小 農地中間管理事業等

・国際市場の変化

・消費者ニーズや流 ○地域営農の活性化 県・関係機

通経路の多角化 地域計画（実質化さ 関団体と連

・多様な人材の活躍 れた「人・農地プラ 携した指導

・基盤強化法の一部 ン ）に基づき取組を 体制の構築」

改正 促進 ・取組
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２ 基本方針の位置付け

本基本方針は、県における効率的かつ安定的な農業経営の育成の指針であるとともに市町

村において策定する「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」の指針とする。

また、効率的かつ安定的な農業経営の育成については、県農政の基本目標に据え各種施策

の重点推進事項として位置づける。

３ 基本方針に定める事項

基本方針は、

・農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向

・効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標

・新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標

・農業を担う者の確保及び育成を図るための体制の整備その他支援の実施に関する事項

・効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標

その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

・農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事項

・新たに農業経営を営もうとする青年等の確保・育成に関する基本的事項

・農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項

等について定めるものとする。

４ 基本方針の目標年次

基本方針の目標年次は、令和１２年とする。

但し、農業をとりまく情勢の変化に的確に対処するため、概ね５年毎に見直しを行うもの

とする。
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第１ 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向

１ 本県農業の現状と課題

本県では、利根川水系の豊富な水資源、標高１０ｍから１，４００ｍまで分布する標高差

のある変化に富んだ地形や長い日照時間等の自然条件と、大消費地に近接する有利な立地条

件等の栽培条件を活かし、１年を通して多彩な農業が営まれている。農業産出額の構成は、

野菜と畜産で約８割を占め、全国トップクラスの品目も多数生産しているほか、地域の特色

を生かした農畜産物の生産も盛んであり、首都圏への重要な食料供給基地として大きな役割

を果たしている。

一方、農家戸数は年々減少しており、特に、農業生産を支える主業農家等の販売農家の減

少が著しく、基幹的農業従事者の平均年齢も上昇し、高齢化が一層進んでいる。このような

状況であるが、農業法人数は着実に増加するとともに、経営の規模拡大が進展している。

また、耕地面積は、本県が首都圏に位置し高速交通網の整備が進んだことなどを背景とし

た非農業的土地需要の増加による転用や、高齢化の進行による遊休農地や非農地の増加等に

より、減少傾向となっている。

このため、遊休農地の発生防止と解消を図り、地域農業の担い手への生産性の高い農地の

確保と集積・集約化が課題となっている。

２ 本県の農業生産、農業構造の見通しと展開方向

人口減少による国内市場の縮小やＴＰＰ１１等の経済連携協定の発効に伴うグローバル化

の一層の進展が見込まれるとともに、健康的な食生活への意識の高まりなどの消費者ニーズ

の多様化やインターネット販売等の流通経路の多角化が進んでいる。

本県農業が成長産業として持続的に発展していくためには、需要動向に即応した地域農業

生産の再編成を基本に、スマート農業技術等による省力化やコスト低減、生産量の増大、高

品質・高付加価値化等による収益性の高い農業生産を目指すとともに、恵まれた自然条件、

立地条件を活かし、新鮮で安全な食料の安定的供給に取り組むこととする。

また、農家戸数が減少し、高齢化や担い手不足が進行することを踏まえ、企業的な経営体

や新規就農者の確保・育成、農外からの企業参入、農福連携、外国人材の受入れ、中小規模

、 。・家族経営の営農維持等を推進し 地域農業を支える多様な農業従事者・経営体を確保する

さらに地域で中心となって農業を担い、規模拡大や経営体質の強化を積極的に図ろうとする

経営体の法人化や集落営農組織等の確保・育成を推進する。

、 、これらの担い手への農地の集積・集約化を加速化させ 遊休農地の解消及び発生を防止し

農地の有効活用を図ることにより、農業の構造改革をより一層推進するとともに、農業・農

村の有する多面的機能を維持・発揮していく。
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３ 効率的かつ安定的な農業経営の目標及び確保・育成の基本的な考え方

本県農業の健全な発展を図るためには、集落における各層の農家の合意の下に効率的かつ

安定的な農業経営を育成するとともに、このような農業経営が地域の農業生産の相当部分を

担うような農業構造を確立することが重要である。

今後、農業が職業として選択し得る魅力とやりがいのあるものとなるよう、目指すべき農

業経営の目標を明らかにし、本県農業の将来を担う意欲ある農業者の確保・育成を図る。併

せて、その目標に向けて農業経営の改善を計画的に推進しようとする農業者に対し、農用地

の利用集積・集約化の推進、経営の合理化、その他農業経営基盤の強化を促進するための措

置を総合的に講ずるものとする。

、 、また 当面効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成が困難である等の地域の実情に即し

育成すべき農業経営以外にも、地域農業の維持・発展のために必要な生産組織等を確保・育

成することにより、本県農業の健全な発展を図るものとする。

具体的には、地域において営まれている優れた農業経営等を踏まえ、次のとおり、主たる

従事者が他産業従事者と遜色のない年間労働時間の水準を達成しつつ、地域の他産業従事者

並みの生涯所得に相当する年間農業所得を確保し得る農業経営を育成する。併せて、これら

の農業経営が地域における農業生産の相当部分を担うような農業構造の確立を目標とする。

１，７５０～２，０００時間程度目標年間労働時間 主たる従事者１人当たり

おおむね５００万円主たる従事者１人当たり
目標年間農業所得

おおむね７５０万円１経営体当たり

※主たる従事者とは、その経営体が行う耕作又は養畜の事業を中核的に担う者（経営主等）

であり、その労働内容には農作業だけでなく、経営上の判断・決定、資材等の仕入れ作業、

出荷作業等の農業経営に関するすべての作業が含まれる。

これらの目標を達成するため、地域の話し合いを基本に次のように確保・育成を図る。

(1) 農業経営基盤強化促進法第１２条第１項の規定による農業経営改善計画の認定を受けた

者（以下「認定農業者」という ）の確保・育成。

自らの創意工夫に基づき、農業経営の改善を進めようとする者に対して、農業経営基盤

強化促進法第１２条に基づく「認定農業者制度」を活用し、農業者自らが作成した農業経

営改善計画に基づく規模拡大、生産方式の合理化等の経営改善に向けた取組を関係機関と

連携し支援する。市町村の基本構想水準に到達している経営体等に対しても、認定農業者

制度へ誘導することにより、計画的な経営改善を支援する。

なお、農業経営改善計画の申請手続については、農林水産省共通申請サービスを活用し

たオンライン化の推進により、農業者の負担軽減と利便性向上を図る。

また、認定農業者が経営改善計画に沿って経営改善を着実に進めるため、農業経営等の

専門的な知識を有する者を積極的に活用することとする。県・市町村は、経営改善計画の

終期を迎える認定農業者には、更なる経営発展に資するため、専門的な知識を有する者、
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または、各農業事務所普及指導課・地区農業指導センター、農業協同組合、農業委員会、

株式会社日本政策金融公庫等と連携し、計画の達成状況についての分析と課題の把握を行

い、新たな計画の作成推進に努めるものとする。

さらに、企業的経営を育成する観点から、規模拡大や経営体質の強化を積極的に図ろう

とする経営体の法人化を推進する。

(2) 集落営農組織等の確保・育成

地域及び営農の実態等に応じた生産組織を育成するとともに、共同作業体系の確立、計

、 、 、画的な機械整備 持続的な経営発展のための法人化等 経営基盤を強化する取組について

関係機関と連携し支援する。

特に、法人化した組織については、次世代リーダーの育成や組織間連携の推進など、法

人運営の高度化を図る。さらに、平坦地の水田作においては、集落営農組織による営農が

行われており、持続的な経営発展のため、法人化等を推進するとともに、収益性を確保す

るため、野菜等の新規作物導入の取組を推進し、複合化による経営基盤の強化を促す。

また、条件不利地域等、効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成が当面困難な地域に

おいては、目指すべき農業経営に発展しうる集落営農組織等の確保・育成を図る。

(3) 女性農業者の経営参画の推進

効率的かつ安定的な農業経営を推進する上で、女性農業者が意欲と能力を十分発揮でき

るよう、家族経営協定の締結、農業経営改善計画の共同申請の推進や起業等を通じた農業

経営への参画を促進する。

(4) 農村起業の確保・育成

農業者や農村が主体となり、雇用や所得の確保及び集落への定住促進を図るため、地域

の特色ある農林水産物等の資源を活用した地域ぐるみの人材育成、技術導入、販売企画力

の強化の取組を支援する。併せて、農業経営の多角化、商工業者等の他産業との連携等を

推進することにより、新たなビジネスの創出を図る。

(5) 企業等の農業参入の推進

地域活性化や農地の有効利用を図るため、担い手の一形態として企業等の農業参入を推

。 、 。進する 地域との協調の下 相談窓口の運営や企業等と地域との調整活動支援を実施する

また、参入後の企業に対しても、セミナーの開催や商談会の情報提供等のフォローアッ

プにより、定着を支援する。

(6) 農業を支える多様な人材や経営体の活躍推進

農業の現場で必要な多様な人材を確保していくため、関係機関と連携して、働き方改革

による労働改善・就業条件整備、ＧＡＰ手法の活用によるマネジメントなど、働きやすい

環境づくりを推進する。

また、農福連携による障害者雇用や農作業委託、各種制度を活用した外国人材の受入れ

を促進するとともに、地域農業を支える中小規模、家族経営など多様な経営体における経

営発展・継承などの取組を支援する。
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４ 新たに農業経営を営もうとする青年等の目標及び確保・育成の基本的な考え方

(1) 新規就農の現状と新たに農業経営を営もうとする青年等の確保に向けた目標

本県農業の持続的な発展を図るため、４５歳未満の新規就農者の確保目標を年間１７０

人とし、農家子弟、農外からの新規参入者、雇用就農者等意欲ある担い手を確保・育成す

る。

なお、４５歳以上６５歳未満の中高年齢者についても、他産業従事経験等を活かして意

欲的に農業に取り組む者については、積極的に支援の対象とする。

(2) 新たに農業経営を営もうとする青年等の労働時間・農業所得に関する数値目標

本県の他産業従事者や優良な農業経営の事例と均衡する年間総労働時間の水準を達成し

つつ、農業経営開始から５年後には農業で生計が成り立つ年間農業所得（３に示す効率的

かつ安定的な農業経営の目標の５割程度の農業所得）を目標とする。

１，７５０～２，０００時間程度目標年間労働時間 主たる従事者１人当たり

おおむね２５０万円主たる従事者１人当たり
目標年間農業所得

おおむね３５０万円１経営体当たり

(3) 新たに農業経営を営もうとする青年等の確保に向けた県の取組

県内１４カ所に就農相談窓口を設置し、県内外での就農情報の収集及び発信、就農相談

会を行うほか、就農にあたっての様々な相談に対応するとともに、本県への就農を呼び込

む提案型の産地受入体制整備を推進する。

また、栽培技術や農業経営に関する知識の習得のため、県立農林大学校の教育内容の見

、直し及び認定農業者や農業経営士等の技術・経営力に優れた農家のネットワーク化を図り

効率的かつ計画的な研修が可能な体制を整備する。

併せて、就農希望者の段階に応じて県単独の農業体験事業・就農留学事業をはじめとす

る各種支援策を講じ、円滑な就農を支援する。

５ 地域営農の活性化

地域農業において、担い手の高齢化、遊休農地や非農地の増加等の課題が山積している。

将来の地域農業の健全な発展を図っていくために、地域の話合いを活性化させ、地域の現状

と将来の課題を農業者と関係機関等で共有することにより、地域計画策定を支援する。

また、策定された地域計画の進捗状況について不断の検証を行い、今後の農地利用を担う

農業経営体等への農地集積・集約化を促進するとともに、将来を見据えた地域農業の担い手

を確保する。
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６ 地域別の取組

効率的かつ安定的な農業経営を育成するにあたって、基盤整備事業等による生産基盤の整

備を促進する。併せて、土地利用型農業については、地域の実情に応じて、農地中間管理機

構が行う事業等の「農業経営基盤強化促進事業」を積極的に推進することにより、農地利用

の集積や作業の受委託を促進し、面的なまとまりを持った農地利用集積を図り、生産性の向

上や経営の改善を促進するものとする。

、 、 、 、 、また 集約型農業については コストの低減 高収益作物や加工部門の導入 産地の形成

ブランド化等を推進し、生産性及び品質の向上、高付加価値化による経営の改善を促進する

ことが基本となる。

、 、 。さらに 平坦地域と中山間地域に分け 基本的な取組の方向等を示すと次のとおりである

(1) 平坦地域

代表的な経営類型は、米麦、施設野菜、露地野菜、果樹、畜産を基幹的な作目とする経

営等が想定される。

水田作を中心とする地域では、米麦を主体とする土地利用型農業において、面的なまと

まりを持った農地利用集積を推進し、規模拡大による生産性の高い個別経営体の育成を図

る。また、担い手の不足する地域においては、集落営農組織の確保・育成を進めるととも

に、園芸作物等との複合化や任意組合の法人化等による経営体質強化を推進する。また、

法人化した組織については、次世代リーダーの育成や組織間連携の推進など、法人運営の

高度化を支援する。

畑作を中心とする地域では、施設野菜、露地野菜、施設花き、果樹、畜産等における生

産技術の高度化・規模拡大等による経営の効率化を推進し、担い手の育成・発展を支援す

ることにより、一層の産地強化を図る。

(2) 中山間地域

代表的な経営類型は、露地野菜、畜産、工芸作物（コンニャク 、果樹を基幹的な作目）

とする経営等が想定される。

水田作においては、機械・施設の共同利用や他産業との連携を含めた農作業受委託体制

の整備、集落営農組織の育成等を支援し、低コストで、品質の安定した水稲の生産を推進

する。

畑作においては、面的なまとまりを持った農地利用集積を推進し、露地野菜や工芸作物

（コンニャク 、畜産等を主体とする大規模な担い手の育成・経営発展を支援する。併せ）

て、生産条件に恵まれない地域においては、中山間地域の立地条件を生かした観光との連

携や加工等の特色ある付加価値の高い農業生産を推進する。

また、鳥獣による被害の増加が懸念されることから、遊休農地の発生防止、再生活動及

び有効活用の促進、鳥獣害対策等の取組を支援し、担い手の経営基盤を確保する。
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７ 地域段階における推進母体への支援

効率的かつ安定的な農業経営の確保・育成及び地域営農の活性化を効果的に進めるため、

市町村、農業委員会、農業協同組合、農業事務所等の関係機関が連携した地域担い手育成総

合支援協議会（農業再生協議会）等（以下 「地域担い手協議会等」という ）が地域段階に、 。

おける推進母体となり、課題や情報を共有・分析し、一体的に活動することが必要である。

そのため、県では群馬県担い手育成総合支援協議会とともに、地域担い手協議会等の活動

促進を図るため、連携強化や情報共有などの支援を行う。

第２ 効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標

第１の３に示したような目標を可能とする農業経営の指標として、地域で展開している優

れた経営と地域の特徴、条件等を踏まえ、本県における主要な営農類型及び営農類型毎の生

産方式、経営管理の方法、農業従事の態様等は巻末に例示するとおりである。

第２の２ 新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標

第１の４の（２）に示したような目標を可能とする、新たに農業経営を営もうとする青年

等が目標とすべき農業経営の指標として、現に本県で展開している優良事例を踏まえつつ、

本県における主要な営農類型及び営農類型毎の生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様

等は巻末に例示するとおりである。

第３ 農業を担う者の確保及び育成を図るための体制の整備その他支援の実施に関する事項

１ 農業を担う者の確保及び育成の考え方

本県の特色ある優れた品質の農畜産物を安定的に生産するとともに、魅力ある農村及び地

域社会を維持し、本県農業が持続的に発展していくためには、生産性と収益性が高く、持続

的な発展性を有する効率的かつ安定的な農業経営を育成するとともに、新規就農者などの次

世代の農業を担う人材や中小・家族経営などの多様な農業経営体を幅広く確保し育成してい

く必要がある。
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このため、本基本方針第１の「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向」に即し

て、認定農業者や認定新規就農者、集落営農等の担い手について、経営規模や家族・法人な

ど経営形態の別に関わらず育成し、主体性と創意工夫を発揮した経営を展開できるよう重点

的に支援する。また、次世代の農業を担う人材を確保するため、新たに就農（農業経営の開

始又は農業への就業）をしようとする青年等について、県内の各地域で安心して就農し定着

することが出来るよう、相談への対応・情報の提供、農業技術や経営方法等の研修の実施、

地域毎の受入から定着のサポートなど、関係機関と連携して一貫した支援を実施する。

さらに、中小・家族経営、兼業農家などの多様な経営体について、地域社会の維持の面で

も担い手とともに重要な役割を果たしている実態を踏まえ、地域資源の適切な維持管理を図

るための支援を実施する。また、定年後に就農しようとする者やマルチワークの一つとして

農業を選択する者など多様な形で農業に関わる者についても、地域農業の活性化や地域社会

の維持の面で重要な役割を果たすことが期待されることから、相談対応や情報提供、研修の

実施等のサポートを行う。

併せて、生産現場の人手不足や生産性向上等の課題に対応し、担い手や多様な農業経営体

による農業生産を下支えする観点から、スマート農業技術等を活用して省力的に農作業を行

う農業支援サービス事業体による農作業の受委託を促進する。

２ 農業経営・就農支援センターの体制及び運営方針

農業経営基盤強化促進法第11 条の11 の規定に基づき、一般社団法人群馬県農業会議及び

公益財団法人群馬県農業公社を、群馬県農業経営・就農支援センターとしての業務を行う拠

点として位置付け、農業経営の改善に向けた助言・指導、就農等希望者の相談・情報提供、

市町村への紹介等を行うこととする。

なお、群馬県農業経営・就農支援センターは、以下（１）～（４）の業務を行うこととす

る。

（１）農業を担う者の確保・育成を図るための情報発信・広報活動

（２）経営管理の合理化等の農業経営の改善、農業経営の法人化や委託を受けて農作業を行

う組織の設立等に関する相談対応、専門家派遣、啓発活動

（３）農業経営の計画的な継承のための啓発活動、相談対応

（ ） 、 、 、４ 就農等希望者などの農業を担う者 その他関係者からの相談対応 必要な情報の提供

希望に応じた就農先の紹介・調整

また、運営に当たっては、群馬県農業構造政策課が指導・監督を行うとともに、群馬県農

業経営・就農支援センターは、県地区農業指導センター及び以下ア～ケの関係機関と相互に

連携してサポートを行うものとする。
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（行政機関）

ア 市町村

（農業系団体）

群馬県農業協同組合中央会イ

ウ 株式会社日本政策金融公庫

エ 農林中央金庫

オ 群馬県農業法人協会

カ 群馬県農業経営アドバイザー連絡協議会

キ 産地受入協議会

（商工系団体）

ク 群馬県商工会連合会

ケ 群馬県産業支援機構

なお 群馬県農業構造政策課は 年度毎の運営内容を定めた規程について 前年度の活動状、 、 、

況や当年度の予算措置状況等を踏まえて関係機関と協議の上作成する。さらに、 農業経営・

、 、就農支援センターの相談窓口については 一般社団法人群馬県農業会議に設置することとし

本県及び関係機関が連携して 就農から定着 経営発展までのサポートを一貫して行うものと、 、

する。

３ 本県が主体的に行う取組

本県は、新たに就農しようとする者や農業を担う者を幅広く確保するため、群馬県農業経

営・就農支援センターと連携して、農業の魅力、市町村・地域毎の受入体制、具体的な生活

のイメージ等について、様々なメディアを活用したPR活動を行うとともに、ホームページ等

を活用して積極的に情報発信する。

また、新たに就農しようとする青年等に対する研修の実施を積極的に実施するとともに、

新たに農業経営を営もうとする青年等が円滑に経営を開始し、将来的に効率的かつ安定的な

農業経営へ発展できるよう、必要な支援を集中的に措置する青年等就農計画制度の普及及び

国等の支援の活用を働きかける。

さらに、認定農業者が経営改善計画を達成することに加え、認定新規就農者が円滑に認定

農業者に移行できるよう、県地区農業指導センターにより計画的に巡回指導等を行う。 併

せて、県立農業大学校において実践的な研修教育指導等を行うとともに、農業を担う者ごと

の取組内容に添ったきめ細やかなサポートを行う。
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４ 関係機関の連携・役割分担の考え方

群馬県農業経営・就農支援センターは、群馬県農業構造政策課、市町村、一般社団法人群

馬県農業会議、公益財団法人群馬県農業公社、農業協同組合、労働局、公共職業安定所、集

落等との緊密な連携をとった支援体制を構築し、就農相談や農業法人等からの求人情報の収

集と職業紹介等を通じた青年農業者確保育成活動等を推進する。

市町村は、就農希望者等の受入について、市町村の関係者が連携した体制を構築するとと

もに、就農地の生活・住居等に関する情報の提供、定着する上での相談対応等のサポートを

行う。また、農業支援サービス事業体の活用に関し、サービス事業体に対して提供サービス

（ 、 ） 、 、内容 料金 対応区域等 に関する情報の提供を働き掛けるとともに 農業委員会と連携し

地域のサービス事業体に関する情報の収集及びサービス事業体による農作業の受委託の促進

に努める。

農業協同組合は、就農希望者等の作物ごとの営農技術等の指導を行うとともに、必要に応

じて農業機械の貸与など必要なサポートを行う。

一般社団法人群馬県農業会議、公益財団法人群馬県農業公社、市町村農業委員会は、農業

を担う者からの農地等に関する相談対応、農地等に関する情報の提供、農地等の紹介・あっ

せん等を行う。

株式会社日本政策金融公庫は、 規模拡大・経営発展をしようとする農業者や経営を開始

する認定新規就農者等からの相談に対応し、各種融資を活用した経営面でのアドバイスを行

う。

は、６次産業化や販路拡大を目指す農業者から群馬県商工会連合会及び群馬県産業支援機構

の相談等に対応し、中小企業向けの施策を活用した支援・サポートを行う。

個々の集落（地域計画の作成区域）では、農業を担う者を受け入れるための地域の雰囲気づく

り・コミュニケーションづくりを行う。

５ 就農希望者のマッチング及び農業を担う者の確保・育成のための情報収集・相互提供

市町村は、区域内の就農受入組織（協議会、農協等）と連携し、区域内における作付け品

目毎の就農受入体制、研修内容、就農後の生活や収入のイメージ等、就農等希望者が必要と

する情報を整理し、本県及び群馬県農業経営・就農支援センターに情報提供する。
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群馬県農業経営・就農支援センターは、市町村から提供を受けた就農受入や農業経営・生

活等のイメージに関する情報について、ホームページや就農イベント等を通じて就農希望者

等に分かりやすく情報提供する。また、就農等希望者（農業経営の開始又は農業への就業を

しようとする者 、就農を受け入れる法人等の農業者、その他の関係者から就農等に関する）

相談があった場合には、相談内容に応じて必要な情報を提供し、当該者の希望内容や相談の

結果等に応じて積極的に研修先や就農先の市町村を調整し、市町村の担当者等に紹介する。

加えて、群馬県農業経営・就農支援センター及び県普及指導センターは、就農等希望者を

市町村等に紹介した後においても、その後の研修・調整・定着状況を随時把握し、関係者と

連携して必要な助言・指導を行うとともに、研修・就農先の変更が必要になった場合には、

必要に応じて他の市町村等との調整を行う。

市町村及び農業協同組合は、経営の移譲を希望する農業者の情報について、積極的に把握

するよう努め、本県及び群馬県農業経営・就農支援センターに情報提供するとともに、群馬

県農業経営・就農支援センターは、就農等希望者とマッチングを行い、市町村等と連携して

円滑に継承できるよう必要なサポートを行う。

第４ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標

その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対し、農用地の利用集積を積極的に推進する。

これら担い手に対する農用地の利用（農作業受委託を含む ）の集積に関する目標を、将。

来の本県の農用地に占める面積の６６％程度とする。

さらに、県内において作成される地域計画の実現に向けて、効率的かつ安定的な農業経営

を営む者に対する農用地の集約化を進めるため、担い手間の調整や圃場整備等を行い、農地

中間管理機構を軸としながら、本県、市町村、農業委員会及び農業協同組合等関係機関が一

体となって農用地の利用調整に取り組み、分散錯圃の状況を解消し、担い手の農用地の連坦

化や団地面積の増加を図る。
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第５ 効率的かつ安定的な農業経営を育成するために必要な事項

１ 農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的事項

効率的かつ安定的な農業経営の育成と農用地の利用集積に関する目標の達成を図るために

は、遊休農地の発生防止や再生利用の取組を進め、規模縮小を考えている農家などから、農

地を目標地図に位置づけられた受け手となり得る農業経営体に効率的に集積することが必要

である。このため農地中間管理事業等を活用しながら、農業経営基盤の強化の促進のための

措置を講ずる。

(1) 農業経営基盤の強化を促進するための施策

ア 農地中間管理事業については、県内各地域の特性に即した営農類型における効率的かつ

安定的な経営の育成と地域全体の農業の発展が図られるよう適切な運用を図り、これら経

営への農用地利用の集積を農作業受託をも含めた形で推進する。この場合、賃借料、農作

業受託料金の適正化を図り、望ましい経営の発展に資するよう努める。

また、農地中間管理機構が農地所有者から農地を借受け、担い手に対して、その規模拡

大や利用する農地の集約化に配慮して転貸することにより、地域における農用地利用を最

適化する。

事業の促進にあたっては、市町村、農業委員会、公益財団法人群馬県農業公社、農業協

同組合等関係機関と連携し、農地中間管理機構が行う事業等を活用しながら効果的に推進

する。

イ 農用地利用改善事業については、地域内の話し合いによる合意形成を通じ、効率的かつ

安定的な経営への農用地利用の集積を進めるため、地域担い手協議会等や市町村等との連

携を図りつつ、水田農業等土地利用型農業が主である集落であって、かつ、効率的かつ安

定的な農業経営の育成及びこれらの経営への農用地の利用集積が遅れている集落におい

て、農用地利用改善団体の設立を推進する。

さらに、担い手が不足している地域や水田農業等土地利用型農業の構造改革が遅れてい

る地域の農用地利用改善団体にあっては、関係者の合意の下に、地域内農用地の受け手と

なり、その有効利用を図る組織経営体として、特定農業法人又は特定農業団体の設立を推

進する。

ウ 委託を受けて行う農作業の実施を促進する事業、農業経営の改善を図るため必要な農業

従事者の育成及び確保を促進する事業、その他農業経営基盤の強化を促進するために必要

な事業については、各地域の特性を踏まえてその地域に適した事業を主体に、重点的、効

果的な実施を図る。

エ ほ場の効率的活用による生産性の向上を図るため、ほ場の大区画化などの基盤整備事業

等を積極的に推進する。また、集落の話し合いにおける土地利用調整を行い、事業を契機

とした農作業受託等の総合的推進等により、地域農業の担い手に対する農用地の利用集積

を促進する。



- 15 -

(2) 県指導機関等の役割の明確化及び体制の整備

効率的かつ安定的な農業経営の育成と地域の農業生産の組織化を促進するため、県域段

階では、県庁農政部各課及び各農業事務所、一般社団法人群馬県農業会議、群馬県農業協

同組合中央会、公益財団法人群馬県農業公社、群馬県土地改良事業団体連合会等県内の関

係団体で構成する群馬県「人・農地」政策推進会議において、県内の指導体制を整備し、

相互に十分な連携を図る。同様に地域段階でも、各農業事務所の「人・農地」政策地域推

進会議において、地域担い手協議会等との連携により、指導体制を整備し、総合的に推進

する。

２ 新たに農業経営を営もうとする青年等の確保・育成に関する基本的事項

第１の４で示す新たに農業経営を営もうとする青年等の確保目標を達成するため、次のと

おり、取組を推進する。

(1) 新たに農業経営を営もうとする青年等の増加に向けた取組

ア 就農意欲の醸成に向けた取組

就農希望者に対し、本県農業の魅力を積極的に伝えていくため、様々なメディアを経

由したＰＲ活動を行うとともに、ニューノーマルに対応するため、ホームページ等での

情報発信やオンラインでの就農相談など、インターネットを活用した取組を推進する。

また、担い手確保に取り組む県内各産地において、関係機関が一丸となり就農希望者

の受入体制を整備し、本県への就農を呼び込む取組を推進する。

イ 就農希望者に対する情報提供

県内１４カ所の相談窓口において、就農希望者からの相談に応じるとともに、関係機

関において情報の共有を図る。また、就農希望者のニーズに応じた研修先や就農先の情

報、借受け可能な農地や施設園芸用ハウスの情報、栽培技術や経営ノウハウ等の農業経

営に関する情報の提供を行う。

、 、 、また 農業法人等への雇用就農について 県内の農業法人協会や群馬労働局と連携し

求人情報の収集と紹介等を行う。

ウ 技術習得のための支援

農業の理解促進と円滑な就農促進に向けた農業体験及び短期研修と、実践的な研修を

効率的に組み合わせて実施することにより、農業経営に必要な栽培技術や経営ノウハウ

等の習得を支援する。

また、農業教育の拠点として、県立農林大学校における学生教育の充実、就農を希望

する一般県民を対象とした研修制度の充実等を通じて、栽培技術や農業経営に関する知

識の習得の機会を提供する。

エ 県内の関係機関の役割分担

以下（ア）～（エ）については、各組織が役割を分担しながら連携し、各種取組を進

める。
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（ア）就農に向けた情報提供及び就農相談

a 群馬県農業経営・就農支援センター等

（イ）技術や経営ノウハウの習得

a 県立農林大学校

b 農業経営士等の先進農業者等

（ウ）就農後の営農指導等フォローアップ

a 各農業事務所普及指導課・地区農業指導センター

b 市町村、農業協同組合

c 技術力・経営力に優れた認定農業者及び農業経営士等

（エ）農地の確保

a 農業委員会

b 農地中間管理機構等

オ その他の取組

中長期的な取組として、教育機関と連携して農業への理解促進を図るため、小学校か

ら大学の各段階の生徒・学生が農業に興味・関心を持てるよう、地元の農家による出前

授業、講演会等を開催するとともに、高校生を対象とした雇用就農の促進を図るための

セミナーを開催する。

また、農業が、生徒・学生の進路の選択肢になるよう、学校教育や農業法人協会との

連携による農家や農業法人等におけるインターンシップを実施する。無料の職業紹介事

、 、 。業の実施に当たっては 関係機関等と連携し 雇用就農希望者の円滑な就農を支援する

(2) 定着に向けた取組

地域内の農業を担う経営体として地域計画に位置付けられるよう促すとともに、国の農

業次世代人材投資事業、青年等就農資金の積極的な活用、各農業事務所普及指導課・地区

農業指導センターをはじめとする地域関係機関が連携した重点指導対象としての定期的な

巡回指導や情報提供、当該青年等を集めての交流機会の提供、経営発展の意欲の高い者に

対する優良経営者による集中講座等により、さらに安定的な経営体への成長を促す機会の

提供等を行う。

(3) 新たに農業経営を営む青年等の経営発展に向けた取組

ア 青年等就農計画制度の普及

県は、新たに農業経営を営もうとする青年等が、将来、効率的かつ安定的な農業経営

者へと経営発展できるよう、必要な支援を集中的に措置する青年等就農計画制度の普及

を図る。

イ 認定新規就農者への指導及び農業経営改善計画作成への誘導

認定新規就農者については、その経営の確立に資するため、就農計画の実施状況を点

検し、市町村、農業委員会、各農業事務所普及指導課・地区農業指導センター、農業協

同組合等の関係機関・団体が必要に応じて栽培技術指導、経営指導等のフォローアップ

を行うなど、重点的に指導等を行う。さらに、当該農業者が引き続き農業経営改善計画

を作成できるよう計画的に誘導する。
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農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項第６

農地中間管理機構の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第４条の規定により

農地中間管理機構に指定された公益財団法人群馬県農業公社は、農業経営の規模の拡大、農

地の集団化その他農地保有の合理化を促進するため、次に掲げる事業の範囲内で、農業経営

基盤強化促進法第７条各号に規定する事業を行う。

(1) 農用地等を買い入れて、当該農用地等を売り渡し、交換し、又は貸し付ける事業（農地売

買等事業）

(2) 農用地等を売り渡すことを目的とする信託の引受けを行い、及び当該信託の委託者に対し

当該農用地等の価格の一部に相当する金額の無利子貸付けを行う事業（農地売渡信託等事

業）

(3) 農業経営基盤強化促進法第１２条第１項の認定に係る農業経営改善計画に従って設立さ

れ、又は資本を増加しようとする農地所有適格法人に対し、農地売買等事業により買い入

れた農用地等の現物出資を行い、及びその現物出資に伴い付与される持分又は株式を当該

農地所有適格法人の組合員、社員又は株主に計画的に分割して譲渡する事業（農地所有適

格法人出資育成事業）

(4) (1)に掲げる事業により買い入れた農用地等を利用して行う、新たに農業経営を営もう

とする者が農業の技術又は経営方法を実地に習得するための研修その他の事業（研修等

事業）

附則

１ この基本方針は、令和５年４月１日から適用する。

２ この施行に伴い、改正前の農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針の規定に基づき

実施している事業等に対する同方針の適用については、なお従前の例による。
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農業経営の基本的指標 (全体）

営 農 類 型 生 産 規 模 (単位： ､頭)NO a

１ 水稲 小麦 水稲 1000、小麦 1000+

２ 水稲 小麦 露地野菜(ニガウリ ネギ) 水稲 700、小麦 700､ ニガウリ 30､ 秋冬ネギ 60+ + +

３ 水稲 小麦 施設野菜(半促成ナス) 水稲 680、小麦 680、半促成ナス 20+ +

４ 水稲 小麦 大豆 露地野菜（ブロッコリー） 水稲 1500、小麦 2000、大豆 500 、ブロッコリー 200+ + +

５ 水稲 小麦 飼料用稲 水稲 1800、小麦 3000、飼料用イネ 1200+ +

６ コンニャク専作 コンニャク 500

７ コンニャク 露地野菜(タラノメ) コンニャク 300、タラノメ 100+

８ コンニャク 露地野菜(ナス) コンニャク 300、露地ナス 30+

９ コンニャク 施設野菜(ホウレンソウ) コンニャク 300、雨よけホウレンソウ 20+

１０ コンニャク 施設野菜(トマト) コンニャク 300、雨よけトマト 30+

１１ コンニャク 露地野菜(トウモロコシ アスパラガス) コンニャク 300、トウモロコシ 50、アスパラガス 50+ +

１２ コンニャク 露地野菜(ウド エダマメ) コンニャク 300、ウド 50、エダマメ 50+ +

１３ 露地野菜(キャベツ専作) キャベツ 750

１４ 露地野菜(ダイコン専作) ダイコン 450

１５ 露地野菜(ヤマトイモ専作) ヤマトイモ 200

１６ 露地野菜(キャベツ レタス ダイコン) キャベツ 400、レタス 150、ダイコン 200+ +

１７ 露地野菜(レタス ウド) レタス 800、ウド 30+

１８ 露地野菜(ネギ専作) 夏秋ネギ 50、秋冬ネギ 100

１９ 露地野菜(ゴボウ ホウレンソウ) ゴボウ 300、ホウレンソウ 50+

２０ 露地野菜(ゴボウ ネギ) ゴボウ 200、秋冬ネギ 90+

２１ 露地野菜(エダマメ ネギ ホウレンソウ) エダマメ 80、秋冬ネギ 100、ちぢみホウレンソウ 50+ +

２２ 露地野菜(レタス キャベツ) 施設野菜(ホウレンソウ) レタス 300､キャベツ 300､雨よけホウレンソウ 50(３回転)+ +

２３ 施設野菜(スイカ ホウレンソウ) スイカ 60、雨よけホウレンソウ 60(２回転)+

２４ 施設野菜(ホウレンソウ専作) 雨よけホウレンソウ 60(５回転)

２５ 施設野菜(ナス キュウリ) 半促成ナス 30、抑制キュウリ 30+
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営 農 類 型 生 産 規 模 (単位： ､頭)NO a

２６ 施設野菜(トマト) 露地野菜（ウド フキ） 雨よけトマト 50、ウド 50、フキ 30+ +

促成・土耕イチゴ 20、雨よけホウレンソウ 30(2.5
２７ 施設野菜(イチゴ ホウレンソウ) 露地野菜(トウモロコシ)+ +

回転)、トウモロコシ 100

２８ 施設野菜(トマト専作) 促成・長期どりトマト 30

促成キュウリ 30、抑制キュウリ 30、水稲 100、小麦 200２９ 施設野菜(キュウリ) 水稲 小麦+ +

３０ 施設野菜(イチゴ専作) 促成・高設イチゴ 30

３１ 施設野菜(ニラ専作) ハウスニラ 80

３２ 果樹(リンゴ専作) リンゴ 130

３３ 果樹(ブドウ専作) ブドウ 80

３４ 果樹(ナシ専作) ナシ 120

３５ 果樹(ナシ＋モモ＋スモモ) ナシ 80、モモ 30、スモモ 20

３６ 果樹(ウメ ナシ) ウメ 200、ナシ 80+

３７ 果樹(リンゴ オウトウ) リンゴ 100、オウトウ 20+

３８ 果樹(リンゴ＋ブルーベリー） リンゴ 100、ブルーベリー 20

３９ 施設花き(バラ専作) 切りバラ 40

４０ 施設花き(シンビジウム専作) シンビジウム 60

４１ 施設花き(キク専作) 輪ギク 40

４２ 施設花き(花壇苗専作) パンジー、ビンカ、ペチュニア、ベゴニア他 40

４３ 施設花き(シクラメン カーネーション) シクラメン 25、鉢カーネーション 25+

４４ 酪農専作(つなぎ飼い飼養) 経産牛 50、育成牛 22、飼料作物 500

４５ 酪農専作(放し飼い飼養) 経産牛 120、育成牛 60、飼料作物 1000

４６ 肉牛専作(肉専用種肥育) 肥育牛（黒毛和種）270

４７ 肉牛専作(肉用交雑牛肥育) 肥育牛（交雑種）270

４８ 肉牛専作(肉専用種繁殖) 繁殖和牛 50

４９ 養豚専作(養豚一貫) 種雌豚 150、種雄豚 12

５０ 養蚕＋露地野菜(ホウレンソウ) 養蚕（６回掃立）60箱、ホウレンソウ 100

５１ シイタケ(菌床) シイタケ菌床 50,000床

※農業経営の基本的指標は、家族経営において、第１の３で示す「主たる従事者１人あたりの目標労働時間：１，７５０

～２，０００時間程度」の労働により、同じく第１の３で示す「１経営体当たりの目標年間農業所得：おおむね７５０

万円」の所得を得ることができる「効率的かつ安定的な農業経営」のモデルとして営農類型ごとにその経営規模、生産

方式、経営管理の方法、農業従事の態様、適用地域を示したものである。
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・農地集積によ 家族労働力 ２人 中部
水 稲 （大型機械化一貫体系） り団地化を図
＋ 水稲 1,000 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) る チェックリストに 西部a ps

小 麦 小麦 1,000 ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾛｰ(3.5 ) 基づく労働安全のa m
・ﾄﾞﾘﾙｼｰﾀﾞ(2.2 ) ・地域内農家と 確保 東部m
・田植機(6条) の連携を深め
・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ（5条） 借地経営とし 農繁期中の１日当
・乗用管理機ｽﾌﾟﾚｲﾔｰ付 ての安定性を りの労働時間は10

＜経営面積＞ ・乾燥機(33石 2台) 確保する 時間以内にとどめ
・播種プラント(一式) る

1,000 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 ・農機具の保守a t
うち800 は 管理を徹底 家族経営協定の締a
通年借地 し、使用年数 結

＜その他＞ の延長による
水稲は、主食 ・側条施肥田植機の利用施 機械コストの
用米７割、飼 肥作業の省力化と削減 低減を図る
料用米３割作
付 ・水稲は箱施用剤と省力型 ・簿記記帳によ

除草剤利用により、防除 る経営収支の
回数の削減と省力化 把握と資金管

理の徹底
・水稲・麦の乾燥調製は共
同乾燥調製(貯蔵)施設を
50 利用%

２ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・農地集積によ 家族労働力 ２人 中部
水 稲 （大型機械化一貫体系） り団地化を図
＋ 水稲 700 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) る 夏期収穫作業にパ 西部a ps

小 麦 小麦 700 ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾛｰ(3.5 ) ート雇用a m
＋ ﾆｶﾞｳﾘ 30 ・ﾄﾞﾘﾙｼｰﾀﾞ(2.2 ) ・労力に見合っ 東部a m

露地野菜 秋冬ﾈｷﾞ 60 ・田植機(6条) た計画出荷の チェックリストにa
(ニガウリ ・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(5条） 実施 基づく労働安全の
＋ネギ) ・乗用管理機ｽﾌﾟﾚｲﾔｰ付 確保

・乾燥機(33石 2台) ・農機具の保守
・播種プラント(一式) 管理を徹底 定期的な休日の確

＜経営面積＞ ・ネギ簡易移植器 し、使用年数 保
・ネギ皮剥機 の延長による

800 ・育苗用ﾊｳｽ(150㎡) 機械コストの 家族経営協定の締a
うち600 は ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ骨組み 低減を図る 結a
通年借地 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等t

・簿記記帳によ
水稲は、主食 る経営収支の
用米７割、飼 ＜その他＞ 把握と資金管
料用米３割作 ・水稲・麦の乾燥調製は共 理の徹底
付 同乾燥調製(貯蔵)施設を

50 利用%

・水稲は箱施用剤と省力型
除草剤利用により、防除
回数の削減と省力化

・ネギは連結紙筒苗と簡易
移植器利用により、定植
作業の省力化

・ニガウリについては転作
田の活用
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

３ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・農地集積によ 家族労働力 ３人 中部
水 稲 （大型機械化一貫体系） り団地化を図
＋ 水稲 680 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､25 ) る チェックリストに 西部a ps

小 麦 小麦 680 ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾛｰ(3.5 )) 基づく労働安全のa m
＋ 半促成ﾅｽ ・ﾄﾞﾘﾙｼｰﾀﾞ(2.2 )) ・ナスについて 確保 東部m

施設野菜 20 ・田植機(側条5条) は転作田の活a
(ナス) ・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(4条） 用により、ブ 定期的な休日の確

・乗用管理機ｽﾌﾟﾚｲﾔｰ付 ランド野菜と 保
・乾燥機(33石 1台) して販売する
・播種プラント(一式) 家族経営協定の締

＜経営面積＞ ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(2,000㎡) ・農機具の保守 結
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 管理を徹底t

700 し、使用年数a
うち500 は の延長によるa
通年借地 ＜その他＞ 機械コストの

・水稲・麦の乾燥調製は共 低減を図る
同乾燥調製(貯蔵)施設を
50 利用 ・簿記記帳によ%

水稲は、主食 る経営収支の
用米７割、飼 ・水稲は箱施用剤と省力型 把握と資金管
料用米３割作 除草剤利用により、防除 理の徹底
付 回数の削減と省力化

・ナスは接ぎ木購入苗利用

４ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パソコン活用 労働力 ６人 中部
水 稲 （大型機械化一貫体系） による部門別
＋ 水稲 1,500 ・ﾄﾗｸﾀｰ(80､50 ) 経営管理の実 給料制の導入 東部a ps

小 麦 小麦 2,000 ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾛｰ（3.5 2台） 施a m
＋ 大豆 500 ・ﾄﾞﾘﾙｼｰﾀﾞ(2.5 2台) 作業出役計画に基a m

大 豆 ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 200 ・田植機(6条 2台) ・農地集積によ づく効率的な作業a
＋ ・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(6条) る団地化と併 の実施

露地野菜 ・普通型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(1.5ｍ) せて地権者の
(ブロッコ ・乗用管理機ｽﾌﾟﾚｲﾔｰ付 合意により圃 チェックリストに
リー) ・乾燥機(50石 2台) 場の大区画化 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・乗用培土機 を図る 確保
(集落営農) ・播種プラント(一式)

2,200 ・粒選別機 ・農用地のマッa
うち2,00 0 ・移植機(全自動1条) ピングによるa
は水田の通年 ・育苗用ﾊｳｽ(150㎡) 効率的な作業
借地、20 0 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽 2台) 等 管理の実施a t
は畑の通年借
地 ・構成員間の役

＜その他＞ 割分担の明確
・水稲・麦の乾燥調製は共 化
同乾燥調製(貯蔵)施設を
30 利用 ・農機具の保守%

水稲は、主食 管理を徹底
用米７割、飼 ・水稲は箱施用剤と省力型 し、使用年数
料用米３割作 除草剤利用により、防除 の延長による
付 回数の削減と省力化 機械コストの

低減を図る
・ブロッコリーはセル成形
苗と移植機導入により作
業を省力化
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

５ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パソコン活用 労働力 ７人 中部
水 稲 （大型機械化一貫体系） による部門別
＋ 水稲 1,800 ・ﾄﾗｸﾀｰ(80 2台､50 ) 経営管理の実 給料制の導入 西部a ps ps

小 麦 小麦 3,000 ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾛｰ（3.5 2台） 施a m
＋ 飼料用ｲﾈ ・ﾄﾞﾘﾙｼｰﾀﾞ(2.5 2台) 作業出役計画に基 東部m

飼料用イネ 1,200 ・田植機(側条6条 2台) ・農地集積によ づく効率的な作業a
・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(6条 2台) る団地化と併 の実施

(集落営農) ・乗用管理機ｽﾌﾟﾚｲﾔｰ付 せて地権者の
・乾燥機(50石 2台) 合意により圃 チェックリストに
・播種プラント(一式) 場の大区画化 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽 2台) 等 を図る 確保t

3,000 ・農用地のマッa
全面積水田の ＜その他＞ ピングによる
通年借地 ・水稲・麦の乾燥調製は共 効率的な作業

同乾燥調製(貯蔵)施設を 管理の実施
30 利用%

・構成員間の役
・水稲は箱施用剤と省力型 割分担の明確

水稲は、主食 除草剤利用により、防除 化
用米７割、飼 回数の削減と省力化
料用米３割作 ・農機具の保守
付 ・飼料用イネの収穫調製作 管理を徹底

業はコントラクター組織 し、使用年数
に委託 の延長による

機械コストの
低減を図る

６ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 中部
コンニャク （大型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ３人
専作 ｺﾝﾆｬｸ 500 ・ﾄﾗｸﾀｰ(80､30 ) (植付・収穫時) 西部a ps

ｿﾙｺﾞｰ 100 ・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) ・簿記記帳によa
・土壌消毒機(ﾏﾙﾁ同時) る経営収支の チェックリストに 吾妻
・植付機 把握と資金管 基づく労働安全の
・堀取機 理の徹底 確保 利根沼田
・管理機(7 )ps

＜経営面積＞ ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) ・農機具の保守 定期的な休日の確t
・生子選別機 管理を徹底 保

600 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 し、使用年数a t
うち400 は の延長による 家族経営協定の締a
借地 機械コストの 結

＜その他＞ 低減を図る
・コンニャクの連作障害を
回避するため、ソルゴー
による輪作と麦の間作お
よび有機質の投入による
土作りに努める

・ボルドー液散布の軽減に
よる減農薬栽培技術の確
立

・野菜農家との交換耕作に
よる土壌消毒剤の削減
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

７ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 中部
コンニャク （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
＋ ｺﾝﾆｬｸ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) (植付・収穫時) 西部a ps

露地野菜 ﾀﾗﾉﾒ 100 ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・簿記記帳によa /
タラノメ) ・土壌消毒機(ﾏﾙﾁ同時) る経営収支の チェックリストに 吾妻（

・植付機(球茎、2条) 把握とコスト 基づく労働安全の
・掘取機(95㎝幅) 節減 確保 利根沼田
・管理機(7 )ps

＜経営面積＞ ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) ・農機具の保守 定期的な休日の確t
・生子選別機 管理を徹底 保

400 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(200㎡ ﾀﾗﾉﾒふ し、使用年数a
うち200 は かし栽培用、ｺﾝﾆｬｸ予備 の延長による 家族経営協定の締a
借地 乾燥用) 機械コストの 結

・抜根機 低減を図る
・ﾀﾗﾉｷｶｯﾀｰ
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 ・タラノメ生産t

による冬季労
力の有効利用

＜その他＞
・コンニャクについてはボ
ルドー液散布の軽減によ
る減農薬栽培技術の確立

・タラノメとの輪作による
土壌物理性改善

８ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 中部
コンニャク （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
＋ ｺﾝﾆｬｸ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) (植付・収穫時) 西部a ps

露地野菜 ﾅｽ 20 ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・畜産農家とのa /
(ナス) ・土壌消毒機(ﾏﾙﾁ同時) 連携による良 チェックリストに 吾妻

・植付機(球茎、2条) 質堆肥の確保 基づく労働安全の
・掘取機(95㎝幅) 確保 利根沼田
・管理機(7 ) ・簿記記帳によps

＜経営面積＞ ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) る経営収支の 定期的な休日の確t
・生子選別機 把握とコスト 保

320 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(200㎡ ｺﾝﾆｬｸ 節減a
うち120 は 予備乾燥用) 家族経営協定の締a
借地 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 ・農機具の保守 結t

管理を徹底
し、使用年数

＜その他＞ の延長による
・ナスとの輪作により連作 機械コスト
障害の回避 の低減を図る

・コンニャクについてはボ ・露地ナス生産
ルドー液散布の軽減によ による夏季労
る減農薬栽培技術の確立 力の有効利用
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

９ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 利根沼田
コンニャク （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
＋ ｺﾝﾆｬｸ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) (植付・収穫時)a ps

施設野菜 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・畜産農家との/
(ホウレン 20 ・土壌消毒機(ﾏﾙﾁ同時) 連携による良 チェックリストにa
ソウ) (20 ×５作) ・植付機(球茎、2条) 質堆肥の確保 基づく労働安全のa

・掘取機(95㎝幅) 確保
・管理機(7 ) ・簿記記帳によps
・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) る経営収支の 定期的な休日の確t

＜経営面積＞ ・生子選別機 把握とコスト 保
・播種機 節減

320 ・保冷庫(2坪) 家族経営協定の締a
うち120 は ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(200㎡ ｺﾝﾆｬｸ ・市場情報の収 結a
借地 予備乾燥用) 集と計画出荷

・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(2,000㎡)
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 ・農機具の保守t

管理を徹底
し、使用年数

＜その他＞ の延長による
・コンニャクについてはボ 機械コストの
ルドー液散布の軽減によ 低減を図る
る減農薬栽培技術の確立

・ﾎｳﾚﾝｿｳ生産に
・地域有機物活用による土 よる夏季労力
づくり の有効利用

・野菜農家との交換耕作

・ホウレンソウはパイプハ
ウスを活用した年間３回
作付

１０ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 吾妻
コンニャク （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
＋ ｺﾝﾆｬｸ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) (植付・収穫時) 利根沼田a ps

施設野菜 雨よけﾄﾏﾄ ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・畜産農家との/
(トマト) 30 ・土壌消毒機(ﾏﾙﾁ同時) 連携による良 チェックリストにa

・植付機(球茎、2条) 質堆肥の確保 基づく労働安全の
・掘取機(95㎝幅) 確保
・管理機(7 ) ・簿記記帳によps
・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) る経営収支の 定期的な休日の確t

＜経営面積＞ ・生子選別機 把握とコスト 保
・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(200㎡ ｺﾝﾆｬｸ 節減

330 予備乾燥用) 家族経営協定の締a
うち130 は ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(3,000㎡) ・農機具の保守 結a
借地 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 管理を徹底t

し、使用年数
の延長による

＜その他＞ 機械コストの
・コンニャクについてはボ 低減を図る
ルドー液散布の軽減によ
る減農薬栽培技術の確立 ・市場情報の収

集と計画出荷
・地域有機物活用による土
づくり ・ﾄﾏﾄ生産によ

る夏季労力の
・雨よけトマトはセル成型 有効利用
苗と選果場利用により省
力化を図る。

・野菜農家との交換耕作
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 利根沼田
コンニャク （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
＋ ｺﾝﾆｬｸ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) (植付・収穫時)a ps

露地野菜 ﾄｳﾓﾛｺｼ 50 ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・畜産農家とのa /
(トウモロ ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ 50 ・土壌消毒機(ﾏﾙﾁ同時) 連携による良 チェックリストにa
コシ＋アス ・植付機(球茎、2条) 質堆肥の確保 基づく労働安全の
パラガス) ・掘取機(95㎝幅) 確保

・管理機(7 ) ・簿記記帳によps
・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) る経営収支の 定期的な休日の確t

＜経営面積＞ ・生子選別機 把握とコスト 保
・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ 節減

400 ・ｱｽﾊﾟﾗ堀取り機 家族経営協定の締a
うち200 は ・ﾏﾙﾁ畦内処理機 ・農機具の保守 結a
借地 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(200㎡) 管理を徹底

・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 し、使用年数t
の延長による

＜その他＞ 機械コストの
・トウモロコシ、アスパラ 低減を図る
との輪作により連作障害
の回避 ・市場情報の収

集と計画出荷
・コンニャクについてはボ
ルドー液散布の軽減によ ・ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ生産
る減農薬栽培技術の確立 による冬期労

力の有効利用
・地域有機物活用による土
づくり

・育苗はセル成型苗の利用

・野菜農家との交換耕作

１２ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 吾妻
コンニャク （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ３人
＋ ｺﾝﾆｬｸ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､30 ) (植付・収穫時) 利根沼田a ps

露地野菜 ｳﾄﾞ 50 ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・畜産農家とのa /
(ウド＋エ ｴﾀﾞﾏﾒ 50 ・土壌消毒機(ﾏﾙﾁ同時) 連携による良 チェックリストにa
ダマメ) ・植付機(球茎、2条) 質堆肥の確保 基づく労働安全の

・掘取機(95㎝幅) 確保
・管理機(7 ) ・簿記記帳によps
・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) る経営収支の 定期的な休日の確t

＜経営面積＞ ・生子選別機 把握とコスト 保
・ウド堀取り機 節減

400 ・マメ洗浄機 家族経営協定の締a
うち200 は ・保冷庫(1.5坪) ・農機具の保守 結a
借地 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(500㎡) 管理を徹底

・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 し、使用年数t
の延長による

＜その他＞ 機械コストの
・ウド、エダマメとの輪作 低減を図る
により連作障害の回避

・市場情報の収
・コンニャクについてはボ 集と計画出荷
ルドー液散布の軽減によ
る減農薬栽培技術の確立 ・ｳﾄﾞ生産によ

る冬季労力の
・地域有機物活用による土 有効利用
づくり

・野菜農家との交換耕作
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１３ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 吾妻
露地野菜 (高性能機械化一貫体系) 安定確保 雇用労力 １人
(キャベツ ｷｬﾍﾞﾂ 750 ・ﾄﾗｸﾀｰ(100､100､80､25 )a ps
専作) ｴﾝﾊﾞｸ 200 ・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ（1,000ℓ） ・簿記記帳によ 夏期収穫作業のパa

・半自動移植機(3台) る経営収支の ート雇用
・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ(3 ) 把握とコストt
・畝立ﾗｲﾑｿﾜｰ(3条) 節減 チェックリストに
・土壌消毒機 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・農機具の保守 確保/
・製函機 管理を徹底

950 ・保冷庫(2坪) し、使用年数 農繁期中の１日当a
うち350 は ・育苗用ﾊｳｽ(360㎡) の延長による り労働時間を10時a

。借地 ・ﾄﾗｯｸ(2 2台､軽 2台) 機械コストの 間以内にとどめるt
等 低減を図る

定期的な休日の確
・市場情報の収 保

＜その他＞ 集と計画出荷
・キャベツとイネ科作物と 家族経営協定の締
の輪作の実施 結

・キャベツについては、露
地育苗からセル育苗へ転
換を図る

・適正施肥とフェロモン剤
等による減農薬栽培の実
行

・グリーンベルト設置によ
る環境保全型の栽培体系

１４ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 利根沼田
露地野菜 （大型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 １人
(ダイコン ﾀﾞｲｺﾝ 450 ・ﾄﾗｸﾀｰ(80､50 )a ps
専作) ｴﾝﾊﾞｸ 200 ・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ（1,000ℓ） ・良質堆肥の投 夏期収穫作業のパa

・ﾗｲﾑｿﾜｰ(2.4 )) 入によるブラ ート雇用m
・マルチ播種機(2条) ンド野菜づく
・洗浄選果機 りをめざす。 チェックリストに
・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.5 ) 基づく労働安全のt

＜経営面積＞ ・ﾀﾞﾝﾌﾟ(2 ) ・簿記記帳によ 確保t
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽 2台) 等 る経営収支のt

650 把握とコスト 定期的な休日の確a
うち450 は 節減 保a
借地 ＜その他＞

・エンバクとの輪作による ・農機具の保守 家族経営協定の締
地力向上、連作障害の防 管理を徹底 結
止 し、使用年数

の延長による
・ダイコンはマルチ同時播 機械コストの
種 低減を図る

・市場ニーズに
適合した計画
作付の実施
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１５ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・組織的な計画 家族労働力 ３人 中部
露地野菜 （大型機械化一貫体系） 出荷による販
(ヤマトイ ﾔﾏﾄｲﾓ 200 ・ﾄﾗｸﾀｰ(60､30 ) 売を実施 チェックリストに 東部a ps
モ専作) ﾗｲﾑｷﾞ 100 ・土壌消毒機(6条) 基づく労働安全のa

・植付機(1条 歩行) ・消費宣伝によ 確保
・ﾄﾚﾝﾁｬｰ(2条) る販路拡大
・動力噴霧機(50ℓ 分) 家族経営協定の締/
・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ ・簿記記帳によ 結

＜経営面積＞ ・深耕ﾛｰﾀﾘｰ(1.8 ) る経営収支のm
・ｲﾓ洗浄機 把握とコスト

300 ・真空ﾊﾟｯｸ機 節減a
うち200 は ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.5 )a t
借地 ・保冷庫(4坪 2台) ・法人化による

・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽 2台) 等 経営と家計のt
分離

＜その他＞ ・農機具の保守
・ｲﾈ作物との輪作の実施 管理を徹底

し、使用年数
・２連式植付機による定植 の延長による

機械コストの
・優良種芋の共同採種圃の 低減を図る
設置

・保冷庫利用に
よる周年出荷

１６ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 吾妻
露地野菜 (高性能機械化一貫体系) 安定確保 雇用労力 ２人
(キャベツ ｷｬﾍﾞﾂ 400 ・ﾄﾗｸﾀｰ(100､100､80､25 ) 利根沼田a ps
＋レタス＋ ﾚﾀｽ 150 ・半自動移植機（1条3台） ・団地間輪作に 夏期収穫作業のパa
ダイコン) ﾀﾞｲｺﾝ 200 ・ﾏﾙﾁ播種機 よる連作障害 ート雇用a

・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) の軽減
・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ(2 ) チェックリストにt
・畝立ﾗｲﾑｿﾜｰ(3条) ・簿記記帳によ 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・ﾀﾞｲｺﾝ洗浄機 る経営収支の 確保
・土壌消毒機 把握とコスト

750 ・ﾏﾙﾁ巻き取り機(2.4 ) 節減 適正な労働時間のa m
うち350 は ・製函機 設定a
借地 ・投光機 発電機 ・農機具の保守+

・育苗用ﾊｳｽ(360㎡) 管理を徹底 定期的な休日の確
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 し、使用年数 保t

の延長による
機械コストの 家族経営協定の締

＜その他＞ 低減を図る 結
・キャベツの連作障害回避
のための輪作の実施 ・市場ニーズに

適合した計画
・育苗はセル成型苗の利用 作付の実施

・キャベツ、レタスは半自
動移植機による定植
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１７ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 利根沼田
露地野菜 （大型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ３人
(レタス＋ ﾚﾀｽ 800 ・ﾄﾗｸﾀｰ(100､90､20 )a ps
ウド) ｳﾄﾞ 30 ・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ（1,000ℓ） ・良質堆肥の投 収穫作業のパートa

・ﾗｲﾑｿﾜｰ (2.4 ) 入によるブラ 雇用m
・全自動移植機(1条7台) ンド野菜づく
・投光機 発電機 りをめざす チェックリストに+

＜経営面積＞ ・畦立てﾏﾙﾁｬｰ 基づく労働安全の
・ウド堀取機 ・簿記記帳によ 確保

830 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(500㎡) る経営収支のa
うち430 は ・ﾄﾗｯｸ(1 ､2 ､軽) 等 把握とコスト 適正な労働時間のa t t
借地 節減 設定

＜その他＞ ・農機具の保守 定期的な休日の確
・レタスはセル成型苗の利 管理を徹底 保
用による全自動機械 し、使用年数

移植体系 の延長による 家族経営協定の締
機械コストの 結

・保冷庫の利用によるレタ 低減を図る
スの鮮度保持

・市場ニーズに
適合した計画
作付の実施

１８ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 中部
露地野菜 （機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
(ネギ) 夏秋ﾈｷﾞ 50 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､20 ) 西部a ps

秋冬ﾈｷﾞ 100 ・ﾗｲﾑｿﾜｰ (1.8 ) ・ネギの周年出 収穫・調製作業にa m
・管理機(7 ) 荷体系の確立 対するパート雇用 東部ps
・ネギ専用培土機
・ネギ収穫機(振動式) ・畜産農家との チェックリストに
・半自動ネギ調製機 連携による良 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・動力噴霧機(50ℓ 分) 質堆肥の確保 確保/
・育苗用ﾊｳｽ(200㎡)

150 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 ・簿記記帳によ 労力に応じた計画a t
うち50 は借 る経営収支の 出荷a
地 把握とコスト

＜その他＞ 節減 定期的な休日の確
・ネギは連結紙筒苗と簡易 保
移植器利用により、定植 ・農機具の保守
作業の省力化 管理を徹底 家族経営協定の締

し、使用年数 結
・夏秋ネギと秋冬ネギに の延長による
よる計画生産 機械コストの

低減を図る
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１９ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・ゴボウとホウ 家族労働力 ３人 中部
露地野菜 （中型機械化一貫体系） レンソウを組
(ゴボウ＋ ｺﾞﾎﾞｳ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(60､25 ) 合わせた周年 チェックリストに 東部a ps
ホウレンソ ﾎｳﾚﾝｿｳ 50 ・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ(2 ) 出荷体系の確 基づく労働安全のa t
ウ) ・ﾗｲﾑｿﾜｰ (1.8 ) 立 確保m

・管理機(7 )ps
・ﾄﾚﾝﾁｬｰ(2条) ・畜産農家との 労力に応じた計画
・ゴボウ掘取機(1条) 連携による良 出荷

＜経営面積＞ ・ゴボウ選別機 質堆肥の確保
・土壌消毒機(6条) 定期的な休日の確

350 ・動力噴霧機(50ℓ 分) ・簿記記帳によ 保a /
うち250 は ・播種機(1条) る経営収支のa
借地 ・保冷庫（2坪） 把握とコスト 家族経営協定の締

・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 節減 結t

・農機具の保守
＜その他＞ 管理を徹底

・ゴボウは収穫や選別作業 し、使用年数
の機械化による省力化栽 の延長による
培 機械コストの

低減を図る
・ホウレンソウは播種時期
をずらし、10～3月にか
けて長期出荷

２０ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・ゴボウとネギ 家族労働力 ３人 中部
露地野菜 （中型機械化一貫体系） を組合わせた
(ゴボウ＋ ｺﾞﾎﾞｳ 200 ・ﾄﾗｸﾀｰ(60､25 ) 周年出荷体系 チェックリストに 東部a ps
ネギ) 秋冬ﾈｷﾞ 90 ・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ(2 ) の確立 基づく労働安全のa t

・ﾗｲﾑｿﾜｰ (1.8 ) 確保m
・管理機(7 ) ・畜産農家とのps
・ﾄﾚﾝﾁｬｰ(2条) 連携による良 適正な労働時間の
・ゴボウ掘取機(1条) 質堆肥の確保 設定

＜経営面積＞ ・ゴボウ選別機
・土壌消毒機(6条) ・簿記記帳によ 定期的な休日の確

290 ・動力噴霧機(50ℓ 分) る経営収支の 保a /
うち190 は ・ネギ専用培土機 把握とコストa
借地 ・ネギ収穫機(振動式) 節減 家族経営協定の締

・半自動ネギ調製機 結
・育苗用ﾊｳｽ(165㎡) ・農機具の保守
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 管理を徹底t

し、使用年数
の延長による

＜その他＞ 機械コストの
・ゴボウは収穫や選別作業 低減を図る
の機械化による省力化栽
培
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

２１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 中部
露地野菜 （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
(エダマメ ｴﾀﾞﾏﾒ 80 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50､20 )a ps
＋ネギ＋ホ 秋冬ﾈｷﾞ 100 ・ﾗｲﾑｿﾜｰ (1.8 ) ・畜産農家との 収穫・調整作業にa m
ウ レ ン ソ ﾁﾁﾞﾐﾎｳﾚﾝｿｳ ・管理機(7 ) 連携による良 対するパート雇用ps
ウ) 50 ・ネギ専用培土機 質堆肥の確保a

・ネギ収穫機(振動式) チェックリストに
・半自動ネギ調製機 ・簿記記帳によ 基づく労働安全の
・動力噴霧機(50ℓ 分) る経営収支の 確保/
・播種機 把握とコスト

＜経営面積＞ ・保冷庫（1坪） 節減 労力に応じた計画
・育苗用ﾊｳｽ(200㎡) 出荷

230 ・ﾄﾗｯｸ(2 、軽) 等 ・農機具の保守a t
うち130 は 管理を徹底 定期的な休日の確a
借地 し、使用年数 保

＜その他＞ の延長による
・ゴボウは収穫や選別作業 機械コストの 家族経営協定の締
の機械化による省力化栽 低減を図る 結
培

・ホウレンソウは播種時期
をずらし、10～3月にか
けて長期出荷

２２ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 吾妻
露地野菜 (高性能機械化一貫体系) 安定確保 雇用労力 ２人
(レタス＋ ﾚﾀｽ 300 ・ﾄﾗｸﾀｰ(100､80､30 ) 利根沼田a ps
キャベツ) ｷｬﾍﾞﾂ 300 ・半自動移植機 1条 2台 ・団地間輪作に 夏期収穫作業のパa （ ）
＋ 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・畦立てﾏﾙﾁｬｰ よる連作障害 ート雇用

施設野菜 50 ・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) の軽減a
(ホウレン (50 ×3作) ・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ(3 ) チェックリストにa t
ソウ) ・三兼ﾗｲﾑｿﾜｰ(3条) ・市場ニーズに 基づく労働安全の

・肥料攪拌機(200ℓ) 適合した計画 確保
＜経営面積＞ ・製函機 作付の実施

・投光機 発電機 適正な労働時間の+
650 ・播種機(4条) ・簿記記帳によ 設定a

うち450 は ・保冷庫(2坪) る経営収支のa
借地 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(5,000㎡) 把握とコスト 定期的な休日の確

・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 節減 保t

・農機具の保守 家族経営協定の締
＜その他＞ 管理を徹底 結

・キャベツの連作障害回避 し、使用年数
のための輪作の実施 の延長による

機械コストの
・育苗はセル成型苗の利用 低減を図る

・キャベツ、レタスは半自
動移植機による定植

・ホウレンソウはパイプハ
ウスを活用した年間３回
作付
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

２３ <作付け面積> <資本装備> ・家族労力の他 家族労働力 ３人 中部
施設野菜 (小型機械化体系) 地域内の主婦 雇用労力 １人
(スイカ＋ スイカ 60 ・トラクター(25 ) パート労力の 東部a ps
ホウレンソ 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・管理機(7 ) 活用を図る 収穫・調製作業にps
ウ) 60 ・動力噴霧機(50ℓ 分) 対するパート雇用a /

(60 ×2作) ・保冷庫(3坪) ・良質堆肥の投a
・播種機(6条) 入と有機質肥 連棟ハウス、暖房
・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(6,000㎡) 料を主体とし 機の導入、被覆方
・ﾄﾗｯｸ（2 ､軽） 等 た施肥により 法の改善による労t

生産の安定を 働過重の改善
＜経営面積＞ 図る

<その他> チェックリストに
60 ・低温期のスイカ栽培は生 ・簿記記帳によ 基づく労働安全のa

長点の保温と適正な温度 る経営収支の 確保
管理により草勢維持と着 把握とコスト
果安定を図る 節減 定期的な休日の確

保
・スイカの５月以降の出荷
は品種の組合せにより、 家族経営協定の締
品質の向上を図る 結

・ホウレンソウはスイカの
後作で２回作付

２４ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・良質堆肥の投 家族労働力 ３人 中部
施設野菜 （小型機械化体系） 入と有機質肥
(ホウレン 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・トラクター(30､20 ) 料を主体とし チェックリストに 西部ps
ソウ専作) 60 ・土壌消毒機(8 ) た施肥により 基づく労働安全のa ps

(60 ×5作) ・動力噴霧機(50ℓ 分) 生産の安定を 確保 東部a /
・保冷庫(3坪) 図る
・播種機(6条) 定期的な休日の確
・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(6,000㎡) ・簿記記帳によ 保
・ﾄﾗｯｸ（1 ､軽） 等 る経営収支のt

＜経営面積＞ 把握とコスト 家族経営協定の締
節減 結

60 ＜その他＞a
・ビニールハウスでのホウ
レンソウ５作による周年
出荷

・地域有機物資源活用によ
る土作りと遮熱資材利用
による夏期の高温対策の
実施
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

２５ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート労力の 家族労働力 ３人 中部
施設野菜 （小型機械化体系） 安定確保 雇用労力 １人
(ナス＋キ 半促成ﾅｽ 30 ・ﾄﾗｸﾀｰ(25 ) 東部a ps
ュウリ) 抑制ｷｭｳﾘ 30 ・管理機(7 ) ・良質堆肥の投 収穫・調製作業にa ps

・動力噴霧機(30ℓ 分) 入と有機質主 対するパート雇用/
・梱包機 体の施肥によ
・大型連棟ﾊｳｽ(3,000㎡) りブランド品 連棟ハウス、暖房
・暖房機(300坪用) としての有利 機の導入による換

＜経営面積＞ ・屋外ﾀﾝｸ 販売 気労力の軽減
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等

30 ・簿記記帳によ チェックリストにa
る経営収支の 基づく労働安全の

＜その他＞ 把握とコスト 確保
・ナス、キュウリは購入苗 節減
利用により育苗作業の省 家族経営協定の締
力化を図る 結

・受粉ハチ利用による受粉
作業の省力化を図る

・ナスは、暖房機の導入に
より１月中旬定植

２６ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 利根沼田
施設野菜 （中型機械化一貫体系） 安定確保 雇用労力 ２人
(トマト) 雨よけﾄﾏﾄ ・ﾄﾗｸﾀｰ(20 )ps
＋ 50 ・動力噴霧機(30ℓ 分) ・畜産農家との チェックリストにa /

露地野菜 ｳﾄﾞ 50 ・土壌消毒機(2条) 連携による良 基づく労働安全のa
(ウド＋フ ﾌｷ 30 ・ウド掘取機 質堆肥の確保 確保a
キ) ・管理機(7 )ps

・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(5,000㎡) ・簿記記帳によ 定期的な休日の確
・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(300㎡伏込み る経営収支の 保
用) 把握とコスト

＜経営面積＞ ・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 節減 家族経営協定の締t
結

130 ・農機具の保守a
＜その他＞ 管理を徹底

・雨よけトマトはセル成型 し、使用年数
苗と選果場利用により省 の延長による
力化を図る。 機械コストの

低減を図る

・地域有機物活用による土 ・市場情報の収
づくり 集と計画出荷
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

２７ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ３人 利根沼田
施設野菜 （中型機械化体系） 安定確保 雇用労力 ２人
(イチゴ＋ 促成・土耕ｲﾁ ・ﾄﾗｸﾀｰ(30､20 )ps
ホウレンソ ｺﾞ 20 ・畝立機(50ℓ 分) ・イチゴと雨よ チェックリストにa /
ウ) 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・動力噴霧機 けﾎｳﾚﾝｿｳ、ﾄｳ 基づく労働安全の
＋ 30 ・土壌消毒機(2条) ﾓﾛｺｼの複合化 確保a

露地野菜 (30 ×2.5作) ・播種機(6条) による周年労a
(トウモロ ﾄｳﾓﾛｺｼ 100 ・ﾏﾙﾁｬｰ 働の実現 定期的な休日の確a
コシ) ・ﾗｲﾑｿﾜｰ(1.5 ) 保m

・保冷庫(3坪) ・良質堆肥の投
・大型連棟ﾊｳｽ(2,000㎡) 入と有機質主 家族経営協定の締
・暖房機(300坪用) 体の施肥によ 結

＜経営面積＞ ・屋外ﾀﾝｸ りブランド野
・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(3,000㎡) 菜として有利

150 ・育苗用ﾊｳｽ(300㎡) 販売a
・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等t

・簿記記帳によ
る経営収支の

＜その他＞ 把握とコスト
・ウイルスフリー優良株の 節減
専用親株床の設置と加温
によるイチゴの早期出荷 ・農機具の保守

管理を徹底
・イチゴは雨よけ育苗 し、使用年数

の延長による
・ホウレンソウはパイプハ 機械コストの
ウスを活用した年間2.5 低減を図る
回作付

・良質堆肥の確保・施用
による減農薬減化学肥料
栽培

２８ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ３人 中部
施設野菜 安定確保 雇用労力 ２人
(トマト専 促成・長期ど ・ﾄﾗｸﾀｰ(25 ) 西部ps
作) りﾄﾏﾄ 30 ・管理機(7 ) ・高品質生産技 収穫・調整作業にa ps

・動力噴霧機(30ℓ 分) 術を確立し、 対するパート雇用 東部/
・大型連棟ﾊｳｽ(3,000㎡) ブランド品と
・暖房機(300坪用) しての有利販 チェックリストに
・屋外ﾀﾝｸ 売の実現 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 確保t
・簿記記帳によ

30 る経営収支の 定期的な休日の確a
＜その他＞ 把握とコスト 保

・トマト購入苗利用による 節減
育苗の省力化と選果場の 家族経営協定の締
活用 ・農機具の保守 結

管理を徹底
・減化学肥料・減農薬栽培 し、使用年数

の延長による
機械コストの

・トマトは受粉ハチ利用に 低減を図る
よる受粉作業の省力化を
図る
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２９ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ３人 中部
施設野菜 （中型機械化体系） 安定確保 雇用労力 ２人
(キュウリ) 促成ｷｭｳﾘ 30 ・ﾄﾗｸﾀｰ(30 ) 西部a ps
＋ 抑制ｷｭｳﾘ 30 ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾛｰ ・キュウリの出 収穫・調整作業にa

水 稲 水稲 100 ・田植機(5条） 荷規格の簡素 対するパート雇用 東部a
＋ 小麦 200 ・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(3条) 化と平箱コンa

小 麦 ・管理機(7 ) テナによる定 チェックリストにps
・動力噴霧機(30ℓ 分) 数詰め出荷 基づく労働安全の/
・大型連棟ﾊｳｽ(3,000㎡) 確保
・暖房機(300坪用) ・簿記記帳によ

＜経営面積＞ ・屋外ﾀﾝｸ る経営収支の 定期的な休日の確
・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 把握とコスト 保t

230 節減a
うち100 は 家族経営協定の締a
期間借地 ＜その他＞ ・農機具の保守 結

・キュウリは購入苗利用に 管理を徹底
よる育苗の省力化 し、使用年数

の延長による
・地域有機物資源活用によ 機械コストの
る土作り 低減を図る

・水稲は育苗センターを利
用し、乾燥調製は米麦と
も共同乾燥調製施設を利
用

３０ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・高品質生産技 家族労働力 ３人 中部
施設野菜 術を確立し、
(イチゴ専 促成・高設ｲﾁ ・大型連棟ﾊｳｽ(3,000㎡) ブランド品と チェックリストに 西部
作) ｺﾞ 30 ・高設ｼｽﾃﾑ(3,000㎡) しての有利販 基づく労働安全のa

・暖房機(300坪用) 売の実現 確保 東部
・屋外ﾀﾝｸ
・動力噴霧機(30ℓ 分) ・簿記記帳によ 定期的な休日の確/
・育苗用ﾊｳｽ(450㎡) る経営収支の 保

＜経営面積＞ ・ﾄﾗｯｸ(軽 2台) 等 把握とコスト
節減 家族経営協定の締

30 結a
＜その他＞ ・施設等の保守

・イチゴは大型ハウスによ 管理を徹底
る栽培管理の省力化自動 し、使用年数
化 の延長による

機械コストの
・ウイルスフリー優良株の 低減を図る
専用親株床の設置と夜冷
・ポット育苗等、花芽分
化促進技術の導入
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３１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ３人 中部
施設野菜 安定確保 雇用労力 ２人
(ニラ専作) ﾊｳｽﾆﾗ 80 ・ﾄﾗｸﾀｰ(25 ) 西部a ps

・管理機(5 ) ・良質堆肥の投 収穫・調製作業にps
・土壌消毒機 入によるブラ 対するパート雇用 東部
・動力噴霧機(30ℓ 分) ンド野菜づく/
・ﾆﾗ袴剥機 りをめざす チェックリストに
・ﾆﾗ結束機 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・保冷庫(2坪) ・簿記記帳によ 確保
・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(8,000㎡) る経営収支の

80 ・育苗用ﾊｳｽ(500㎡) 把握とコスト 快適な作業環境のa
・ﾄﾗｯｸ(軽 2台) 等 節減 整備

・農機具の保守 定期的な休日の確
＜その他＞ 管理を徹底 保
・ハウスニラの周年出荷 し、使用年数

の延長による 家族経営協定の締
機械コストの 結
低減を図る

３２ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ３人 利根沼田
果 樹 （中型機械化体系） 安定確保 雇用労力 ２人
(リンゴ専 ﾘﾝｺﾞ 130 ・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ)a
作) ・乗用草刈機(16 ) ・消費者ニーズ 摘花摘果収穫作業ps

・高所作業台車 に対応した観 に対するパート雇
・直売施設 光果樹園経営 用
・保冷庫(2坪) の確立

＜経営面積＞ ・防霜ファン チェックリストに
・ﾄﾚﾘｽ ・直売、宅配便 基づく労働安全の

130 ・ﾄﾗｯｸ(軽 2台) 等 等による多元 確保a
販売

定期的な休日の確
＜その他＞ ・パソコン利用 保

・リンゴは「ぐんま名月」 による顧客の
及び「ふじ」を中心とす データー管理 家族経営協定の締
るわい化密植栽培、半わ 結
い化中密植栽培 ・簿記記帳によ

る経営収支の
・堆肥等有機質や天敵・性 把握とコスト
フェロモン剤等を利用し 節減

、 、た総合防除を行い 肥料
農薬等の削減を図る
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３３ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・高級化・多様 家族労働力 ２人 中部
果 樹 （中型機械化体系） 化する消費者 雇用労力 １人
(ブドウ専 ﾌﾞﾄﾞｳ 80 ・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) ニーズへの対 東部a ps
作) ・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(500ℓ) 応 ジベレリン処理、

・乗用草刈機(16 ) 摘粒、袋かけ作業ps
・直売施設 ・直売、宅配便 に対する雇用
・ブドウ棚(80 )) 利用による付a

＜経営面積＞ ・雨よけﾊｳｽ(80 )) 加価値販売 チェックリストにa
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 基づく労働安全の

80 ・多様な品種に 確保a
よる販売期間

＜その他＞ の長期化を図 定期的な休日の確
・雨よけ栽培による高品質 る 保
生産

・パソコン利用 家族経営協定の締
・直売方式に適した品種構 による顧客の 結
成と栽培体系 データー管理

・簿記記帳によ
る経営収支の
把握とコスト
節減

３４ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・主婦・高齢者 家族労働力 ３人 中部
果 樹 （中型機械化体系） を対象とした 雇用労力 １人
(ナシ専作) ﾅｼ 120 ・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 収穫期の雇用 西部a ps

・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(500ℓ) 確保対策 摘果、袋かけ作業
・乗用草刈機(16 ) に対するパート雇 東部ps
・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ ・共選・共販と 用
・保冷庫(2坪) 併せて直売、

＜経営面積＞ ・直売施設 宅配便等によ チェックリストに
・ﾅｼ棚(120 ) る多元販売 基づく労働安全のa

120 ・多目的防災網(120 ) 確保a a
・運搬作業台車 ・パソコン利用
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 による顧客の 自走式運搬作業台

データー管理 車による作業の軽
減

＜その他＞ ・簿記記帳によ
・ナシは棚栽培の導入と多 る経営収支の 定期的な休日の確
目的防災網の設置による 把握とコスト 保
生産の安定と品質向上を 節減
図る 家族経営協定の締

結
・直売方式に適した品種構
成と栽培体系

・堆肥等有機質や天敵・性
フェロモン剤等を利用し

、 、た総合防除を行い 肥料
農薬等の削減を図る
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３５ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・複合果樹生産 家族労働力 ２人 中部
果 樹 （中型機械化体系） により収穫期 雇用労力 １人
(ナシ＋モ ﾅｼ 80 ・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 間の延長と労 西部a ps
モ ＋ ス モ ﾓﾓ 30 ・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(500ℓ) 力分散を図る 摘果、袋掛け作業a
モ) ｽﾓﾓ 20 ・乗用草刈機(16 ) に対するパート雇 東部a ps

・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ ・共選・共販と 用
・高所作業車 併せて直売、
・保冷庫(2坪) 宅配便等によ チェックリストに
・直売施設 る多元販売 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・ﾅｼ棚(80 ) 確保a
・ｽﾓﾓ棚(20 ) ・パソコン利用a

130 ・多目的防災網 による顧客の 自走式運搬車によa
・運搬作業台車 データー管理 る作業の軽減
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等

・簿記記帳によ 定期的な休日の確
＜その他＞ る経営収支の 保

・ナシは棚栽培の導入と多 把握とコスト
目的防災網の設置による 節減 家族経営協定の締
生産の安定と品質向上を 結
図る

・モモは白鳳を主体に早
生、晩生種の組合せによ
り収穫期間の延長と労力
分散を図る

・スモモは、ｿﾙﾀﾞﾑ、太陽
を中心に早生種を組み合
わせる

３６ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・主婦・高齢者 家族労働力 ２人 中部
果 樹 （中型機械化体系） を対象とした 雇用労力 ４人
(ウメ＋ナ ｳﾒ 200 ・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 収穫期の雇用 西部a ps
シ) ﾅｼ 80 ・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(500ℓ) 確保対策 ウメ収穫、ナシ摘a

・乗用草刈機(16 ) 果、袋かけ作業にps
・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ ・共選・共販と 対するパート雇用
・ウメ選果機 併せて直売、
・保冷庫(2坪) 宅配便等によ チェックリストに

＜経営面積＞ ・直売施設 る多元販売 基づく労働安全の
・ナシ棚(80 ) 確保a

280 ・多目的防災網 ・パソコン利用a
・運搬作業台車 による顧客の 自走式運搬作業台
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 データー管理 車による作業の軽

減
・ウメの加工対

＜その他＞ 策と新製品の 定期的な休日の確
・ウメは低樹高化により収 開発 保
穫作業の軽減化と防風ネ
ットによる結実の安定と ・簿記記帳によ 家族経営協定の締
品質向上を図る る経営収支の 結

把握とコスト
・ウメ自家選果による加工 節減
向け出荷

・ナシは棚栽培の導入と多
目的防災網の設置による
生産の安定と品質向上を
図る

・共同選果場利用による出
荷作業の省力化
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３７ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ２人 吾妻
果 樹 （中型機械化体系） 安定確保 雇用労力 ２人
(リンゴ＋ ﾘﾝｺﾞ 100 ・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) 利根沼田a
オウトウ) ｵｳﾄｳ 20 ・乗用草刈機(16 ) ・消費者ニーズ リンゴの摘花、摘a ps

・高所作業車 に対応した観 果収穫作業に対す
・小型ｼｮﾍﾞﾙ 光果樹園経営 るパート雇用
・保冷庫(2坪) の確立
・直売施設 チェックリストに

＜経営面積＞ ・雨よけﾊｳｽ(20 ) ・直売、宅配便 基づく労働安全のa
・防霜ﾌｧﾝ 等による多元 確保

120 ・ﾄﾚﾘｽ 販売a
・ﾄﾗｯｸ(軽 2台) 等 自走式運搬作業台

・パソコン利用 車による作業の軽
による顧客の 減

＜その他＞ データー管理
・リンゴは県育成品種及び 定期的な休日の確
「ふじ」を中心とするわ ・簿記記帳によ 保
い化密植栽培、半わい化 る経営収支の
中密植栽培 把握とコスト 家族経営協定の締

節減 結
・オウトウは雨よけ栽培に
より高品質化を図る

３８ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ３人 中部
果 樹 （中型機械化体系） 安定確保 雇用労力 １人
（リンゴ＋ ﾘﾝｺﾞ 100 ・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) 吾妻a
ブルーベリ ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ ・乗用草刈機(16 ) ・消費者ニーズ リンゴ花摘み、摘ps
ー） 20 ・高所作業車 に対応した観 果作業に対す 利根沼田a

・保冷庫(2坪) 光果樹園経営 るパート雇用
・直売施設 の確立
・防霜ﾌｧﾝ チェックリストに
・ﾄﾚﾘｽ ・直売、宅配便 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・防風網 利用による多 確保
・ﾄﾗｯｸ(軽 2台) 等 元販売

120 自走式運搬作業台a
・パソコン利用 車による作業の軽

＜その他＞ による顧客の 減
・リンゴは県育成品種及び データー管理
「ふじ」を中心とするわ 定期的な休日の確
い化密植栽培、半わい化 ・簿記記帳によ 保
中密植栽培 る経営収支の

把握とコスト 家族経営協定の締
・ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰは、ﾊｲﾌﾞｯｼｭ種 節減 結
主体の観光もぎ取り園

・堆肥等有機質や天敵・性
フェロモン剤等を利用し

、 、た総合防除を行い 肥料
農薬等の削減を図る



- -39

営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

３９ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ４人 中部
施設花き ・鉄骨ﾊｳｽ(4,000㎡) 安定確保 雇用労力 ６人
(バラ専作) ﾊﾞﾗ 40 ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(4,000㎡) 西部a

・養液栽培装置一式 ・計画生産、計 収穫荷造り作業に
・暖房機(300坪用) 画販売を前提 対するパート雇用 利根沼田
・屋外ﾀﾝｸ とした品種の
・ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ(28 ) 選定 チェックリストに 東部kw

＜経営面積＞ ・動力噴霧機(30ℓ 分) 基づく労働安全の/
・複合環境抑制装置(一式) ・集団化と環境 確保

40 ・冷蔵庫(4坪) 制御による周a
・炭酸ガス発生装置 年高品質バラ 給料制・休日制の
・細霧冷房ｼｽﾃﾑ 生産出荷体制 導入
・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 の整備t

家族経営協定の締
・法人化による 結

＜その他＞ 経営基盤の強
・給液管理の徹底 化

・高品質・収量増のための ・パソコン利用
炭酸ガス施用 湿度制御 による経営管、 、
夜冷等の環境制御技術の 理
導入

・ハウス内の複合環境制御
システムの導入

・共選・共販体制の実施と
低温輸送体制の整備

４０ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ４人 中部
施設花き ・大型連棟ﾊｳｽ(6,000㎡) 安定確保 雇用労力 ２人
(シンビジ ｼﾝﾋﾞｼﾞｳﾑ 60 ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(6,000㎡) 西部a
ウム専作) ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(1,000㎡山上げ ・3～5年先の消 鉢替え・出荷作業

用) 費動向を見極 に対するパート雇 東部
・栽培ﾍﾞﾝﾁ ての優良種苗 用
・暖房機(300坪用) の確保

＜経営面積＞ ・屋外ﾀﾝｸ チェックリストに
・植替機 ・法人化による 基づく労働安全の

60 ・動力噴霧機(50ℓ 分) 経営基盤の強 確保a /
・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 化t

給料制・休日制の
・ギフト用とし 導入

＜その他＞ ての販路の拡
・営利品種選定による優良 大 家族経営協定の締
種苗の確保 結

・パソコン利用
・品種の組合せによる長期 による経営管
出荷 理

・早期出荷を目的とした山
上げ栽培

・ハウスは複合環境制御シ
ステムを装備
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

４１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ３人 中部
施設花き ・大型連棟ﾊｳｽ(4,000㎡) 安定確保 雇用労力 ２人
(キク専作) 輪ｷﾞｸ 40 ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(4,000㎡) 西部a

・育苗用ﾊｳｽ(500㎡) ・優良系統の選 出荷作業に対する
・暖房機(300坪用) 抜と市場の大 パート雇用 吾妻
・屋外ﾀﾝｸ 型化に対応し
・動力噴霧機(30ℓ 分) うる共選共販 チェックリストに 東部/

＜経営面積＞ ・保冷庫(2坪) 体制の整備 基づく労働安全の
・選花機 確保

40 ・結束機 ・法人化によるa
・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 経営基盤の強 給料制・休日制のps
・電照装置一式 化 導入
・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等t

・パソコン利用 家族経営協定の締
による経営管 結

＜その他＞ 理
・作型の組合せによる効率
的な周年出荷の実施

・夏秋ギク、秋ギクを年３
作栽培

・良質堆肥の確保による高
品質生産

・直挿し栽培による省力化

４２ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ２人 全地域
施設花き 花壇苗 40 ・大型連棟ﾊｳｽ(3,000㎡) 安定確保 雇用労力 １人a
(花壇苗専 パンジー ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(3,000㎡)
作) ビンカ ・栽培ﾍﾞﾝﾁ(3,000㎡) ・市場外流通を 鉢上げ・出荷作業

ペチュニア ・暖房機(300坪用) 含めた販路開 に対するパート雇
ベゴニア ・屋外ﾀﾝｸ 拓 用

等 ・動力噴霧機(30ℓ 分)/
・播種機 ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ チェックリストに

施設..30 ・ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰ による消費者 基づく労働安全のa
露地..10 ・ﾎﾟｯﾃｨﾝｸﾞﾏｼｰﾝ ﾆｰｽﾞの把握 確保a

・ｸﾗｯｼｬｰ
・発芽室 ・簿記記帳によ 給料制・休日制の

＜経営面積＞ ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 る経営収支の 導入t
把握とコスト

40 節減 家族経営協定の締a
＜その他＞ 結

・種類、作型の組み合わせ ・法人化による
によるﾛｰﾃｰｼｮﾝ出荷の実 経営基盤の強
施 化

・セル苗利用による育苗の
省力化と良質用土の確保

・露地ほ場を活用する
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

４３ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・パート雇用の 家族労働力 ４人 全地域
施設花き ・鉄骨ﾊｳｽ(2,500㎡) 安定確保 雇用労力 ５人
(シクラメ ｼｸﾗﾒﾝ 25 ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(2,500㎡)a
ン＋カーネ 鉢ｶｰﾈｰｼｮﾝ ・栽培ﾍﾞﾝﾁ ・オリジナル品 鉢上げ・出荷作業
ーション) 25 ・暖房機(300坪用) 種の育成によ に対するパート雇a

・屋外ﾀﾝｸ るブランド化 用
・ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
・動力噴霧機(30ℓ 分) ・ギフト用とし チェックリストに/
・液肥混入機 て共同出荷に 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰ よる契約販売 確保
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等

25 ・法人化による 給料制の導入a
経営基盤の強

＜その他＞ 化 定期的な休日の確
・セル育苗の導入 保

・パソコン利用
・底面給水技術の導入によ による顧客の 家族経営協定の締
る省力化 データー管 結

理、経営管理
・栄養診断技術を活用した
高品質生産

・ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟを利用した夜間
冷房の実施

・ハウスは複合環境制御シ
ステムを装備

４４ ＜飼養頭数＞ ＜資本装備＞ ・複式簿記記帳 家族労働力 ３人 全地域
酪農専作 つなぎ飼い・パイプライン による経営収
(つなぎ飼 経産牛 50頭 ミルカー方式 支の把握と資 ヘルパーの活用に
い飼養) 育成牛 22頭 ・牛舎・付属施設 金管理の徹底 よる休日制の導入

・搾乳施設
(経産牛1頭当 ・ﾄﾗｸﾀｰ ・パソコンの活 チェックリストに
たり乳量 ・飼料作物栽培機械一式 用による経営 基づく労働安全の

9,500 ) ・飼料作物収穫機械一式 分析 確保kg
・堆肥化施設
・ﾄﾗｯｸ(2 2台) 等 ・牛群検定の活 家族経営協定の締t

用 結

＜飼料作物＞ ＜その他＞
・粗飼料自給を基本とした

作付面積 資源循環型の経営
500 ・経営体周辺への飼料畑のa

集積
・家畜排せつ物の堆肥化と
利用の促進

・粗飼料・濃厚飼料の分離
給与方式

・計画的肉畜生産( 1)F
・受精卵移植技術による高
能力牛の確保

・育成牛の牧場委託育成
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

４５ ＜飼養頭数＞ ＜資本装備＞ ・複式簿記記帳 家族労働力 ３人 全地域
酪農専作 フリーストール・ミルキン による経営収 雇用労力 ２人
(放し飼い 経産牛 120頭 グパーラー方式 支の把握と資
飼養) 育成牛 60頭 ・牛舎・付属施設 金管理の徹底 ヘルパーの活用に

・搾乳施設 よる休日制の導入
(経産牛１頭 ・ﾄﾗｸﾀｰ ・パソコン活用
当たり乳量 ・飼料作物栽培機械一式 による経営分 チェックリストに
10,000 ) ・飼料作物収穫機械一式 析 基づく労働安全のkg

・堆肥発酵施設 確保
・ﾄﾗｯｸ(2 2台) 等 ・牛群検定の活t

用 家族経営協定の締
結

＜飼料作物＞ ＜その他＞
・粗飼料自給を基本とした

作付面積 資源循環型の経営
1,000 ・経営体周辺への大区画a

飼料畑の集積造成
・コントラクターの利用
・家畜糞尿の堆肥化と堆肥
の利用促進

・混合飼料（ＴＭＲ）給与
方式

・計画的肉畜生産( 1)F
・受精卵移植技術によるに
よる高能力牛の確保

・育成牛の牧場委託育成

４６ ＜飼養頭数＞ ＜資本装備＞ ・複式簿記記帳 家族労働力 ２人 全地域
肉牛専作 牛房群飼育・分離給餌体系 による経営収 雇用労力 ２人
(肉専用種 肥育牛 270頭 ・群飼育舎 支の把握と資
肥育) （黒毛和種） ・ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ 金管理の徹底 休日制の導入

・大型扇風機
・飼料貯蔵庫 ・パソコンによ チェックリストに
・ｵｶﾞ庫 る飼料給与設 基づく労働安全の
・堆肥舎 計 確保
・ﾀﾞﾝﾌﾟ(2 2台)t
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 ・優良系統分析 給料制の導入

・市況情報管理 家族経営協定の締
＜その他＞ 結

・素牛は過肥のものを避け
る

・飼養管理方法は踏み込み
式（ｵｶﾞｸｽﾞ等）での牛房
群飼方式

・肥育前期までは消化の良
い粗飼料を 20％以TDN
上給与する。

・素牛導入月齢9ヵ月齢
・出荷月齢 31.4ヵ月齢

kg・出荷体重 720
kg・枝肉重量 504

・肥育期間事故率 2％
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

４７ ＜飼養頭数＞ ＜資本装備＞ ・複式簿記記帳 家族労働力 ２人 全地域
肉牛専作 牛房群飼育・分離給餌体系 による経営収 雇用労力 １人
(肉用交雑 ・個体別管理哺育舎 支の把握とコ
牛肥育） 肥育牛 270頭 ・群飼育舎 スト節減 休日制の導入

（交雑種） ・ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ
・大型扇風機 ・パソコンによ チェックリストに
・飼料貯蔵庫 る飼料給与設 基づく労働安全の
・ｵｶﾞ庫 計 確保
・堆肥舎
・ﾀﾞﾝﾌﾟ(2 2台) ・出荷データ管 給料制の導入t
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 理

家族経営協定の締
・市況情報管理 結

＜その他＞
・スモールで導入、育成後
肥育の経営

・飼養管理方法は踏み込み
式（ｵｶﾞｸｽﾞ等）での牛房
群飼方式

・素牛導入月齢1.7ヵ月齢
・出荷月齢 27.2ヵ月齢

kg・出荷体重 780
kg・枝肉重量 476

・肥育期間事故率 2％

４８ ＜飼育頭数＞ ＜資本装備＞ ・複式簿記記帳 家族労働力 ２人 全地域
肉牛専作 独房＋群飼育体系 による経営収
(肉専用種 成雌牛 50頭 ・飼育舎 支の把握とコ 休日制の導入
繁殖) （繁殖和牛） ・育成舎 スト節減

・離乳群飼育舎 チェックリストに
・堆肥舎 ・繁殖成績管理 基づく労働安全の
・ﾄﾗｸﾀｰ 確保
・飼料作物栽培機械一式 ・販売成績管理

＜飼料作物＞ ・飼料作物収穫機械一式 給料制の導入
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 ・優良系統分析t

作付面積
1,000 ＜その他＞ 家族経営協定の締a

・系統の良い種雄を交配す 結
る

・借地活用による自給飼料
の栽培

・平均分娩間隔 13.1ヵ月
・出荷日齢(去勢) 270日
・出荷日齢(雌) 280日
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

４９ ＜飼養頭数＞ ＜資本装備＞ ・複式簿記記帳 家族労働力 ２人 全地域
養豚専作 ・母豚舎 による経営収 雇用労力 ２人
(養豚一貫) 種雌豚 150頭 ・種雄豚舎 支の把握と資

種雄豚 12頭 ・分娩舎 金管理の徹底 休日制の導入
・育成舎
・離乳子豚舎 ・法人化による 給料制の導入
・肥育舎 経営基盤の強
・自動給餌装置 化 チェックリストに
・ショベルローダー 基づく労働安全の
・バキューム ・パソコンによ 確保
・堆肥化施設 る経営管理
・尿浄化槽 家族経営協定の締
・ﾀﾞﾝﾌﾟ(2 2台) ・繁殖成績管理 結t
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等

・肥育成績管理
＜その他＞

・肥育豚舎はウインドレス
・母豚舎、種雄豚舎は開放
式

・自動飼料給与システム
・ふんは堆肥化、尿は浄化
処理を行う

・年間分娩回数 2.23回
・離乳頭数 10.09頭 腹/
・出荷時日齢 170日

kg・出荷時体重 120
kg・枝肉重量 78

・年間１母豚当たり出荷頭
数 22.24頭

・上物率 60 以上%

５０ ＜経営規模＞ ＜資本装備＞ ・養蚕の多回育 家族労働力 ３人 中部
養蚕 ・蚕室兼上蔟室 による規模拡 雇用労働力 ３人
＋ 養蚕 60 箱 ・蚕室（パイプハウス） 大とホウレン 西部

露 地 野 菜 ホウレンソウ ・蚕室（稚蚕飼育室） ソウとの複合 上蔟作業、ﾎｳﾚﾝｿｳ
(ホウレン 100ａ ・稚蚕飼育装置・給餌機 化による経営 の収穫・調整作業 東部
ソウ) ・保冷庫 安定 に対するパート雇

・壮蚕飼育装置(2) 用
・自動収繭毛羽取機(2) ・付加価値の高
・暖房機(3) いブランド繭 チェックリストに

＜経営面積＞ ・高圧温水洗浄機 の生産 基づく労働安全の
・自動熟蚕収集機 確保

桑園 ３ｈ ・動力噴霧機 ・地域内の遊休a
・播種機(1条) 桑園の活用 定期的な休日の確

畑 １ｈ ・管理機(7 ) 保a ps
・ﾄﾗｸﾀｰ(25 ) ・簿記記帳によps
・軽トラック(2) る経営収支の 家族経営協定の締

把握とコスト 結
＜その他＞ 節減

・養蚕は年６回掃き立て
の多回育とし、稚蚕は
個人人工飼料育による
計画的な飼育形態とする

・軽トラックや耕運機の乗
り入れができる効率的な
桑園と壮蚕自動飼育装置
・自動熟蚕収集機の導入
による作業の省力化を行う

・ホウレンソウは、12～4
月にかけて計画出荷
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

５１ ＜経営規模＞ ＜資本装備＞ ・菌床自家製造 家族労働力 ３人 全地域
・菌床仕込棟 による生産コ 雇用労働力 ３人

シイタケ 菌床製造数 ・培養・発生室 スト削減 (中山間)
（菌床） 50,000床 パイプハウス10棟 収穫作業に対する

鉄骨ハウス２棟 ・簡易施設利用 パート雇用
収穫・出荷時 ・出荷調整棟 による省エ
期 ・ミキサー ネ、コスト削 労力に応じた計画
周年 ・菌床詰機 減 出荷

・滅菌釜
・接種機 ・共選、直売を 定期的な休日の確
・暖房機（10台） 組合わせた多 保
・フォークリフト（３台） 元販売
・トラック
・軽バン 等
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新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 (全体)

営 農 類 型 生 産 規 模 (単位： ､頭)NO a

１ 水稲 小麦 水稲 550、小麦 550+

２ コンニャク専作 コンニャク 350

３ 露地野菜(キャベツ専作) キャベツ 420

４ 露地野菜(ヤマトイモ専作) ヤマトイモ 120

５ 露地野菜(ネギ ホウレンソウ) 夏秋ネギ 40、秋冬ネギ 40、ホウレンソウ 20+

６ 露地野菜(ナス ネギ) ナス 20、上州ネギ 40+

７ 露地野菜(エダマメ タマネギ ブロッコリー) エダマメ 40、タマネギ 80、ブロッコリー 80+ +

８ 露地野菜(レタス専作） レタス 400

９ 施設野菜(ホウレンソウ専作) 雨よけホウレンソウ 25(５回転)

１０ 施設野菜(トマト ホウレンソウ) 雨よけトマト 20、雨よけホウレンソウ 30(２回転)+

１１ 施設野菜(ホウレンソウ) 露地野菜(トウモロコシ） 雨よけホウレンソウ 40(３回転)、トウモロコシ 40+

１２ 施設野菜(トマト専作) 促成・長期どりトマト 20

１３ 施設野菜(キュウリ専作) 促成キュウリ 20、抑制キュウリ 20

１４ 施設野菜(イチゴ専作) 促成・土耕イチゴ 15

１５ 施設野菜(ニラ専作) ハウスニラ 40

１６ 果樹(ブドウ専作) ブドウ 40

１７ 果樹(ナシ専作) ナシ60

１８ 果樹(リンゴ ブルーベリー） リンゴ 50、ブルーベリー 25+

１９ 施設花き(キク専作) 輪ギク 15、露地ギク 25

２０ 施設花き(シクラメン カーネーション) シクラメン 10、鉢カーネーション 10+

２１ 施設花き複合（キク タラノメ） スプレーギク 40、タラノメ 50+

※農業経営の基本的指標は、家族経営において、第１の４で示す「主たる従事者１人あたりの目標労働時間：１，７５０

～２，０００時間程度」の労働により、同じく第１の４で示す「１経営体当たりの目標年間農業所得：おおむね３５０

万円」の所得を得ることができる「新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営」のモデルとして営

農類型ごとにその経営規模、生産方式、経営管理の方法、農業従事の態様、適用地域を示したものである。
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・農地集積によ 家族労働力 ２人 中部
水 稲 ・農作業場(50㎡) り団地化を図
＋ 水稲 550 ・格納庫(50㎡) る チェックリストに 西部a

小 麦 小麦 550 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50 ) 基づく労働安全のa ps
・田植機(5条) ・畜産農家との 確保 東部
・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(4条) 連携による良
・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾛｰ(3.5 ) 質堆肥の確保 家族経営協定の締m
・ﾛｰﾀﾘｰ(2.2 ) 結m

＜経営面積＞ ・ﾄﾞﾘﾙｼｰﾀﾞｰ(2.2 ) ・農機具の保守m
・乗用管理機ｽﾌﾟﾚｲﾔｰ付 管理を徹底 定期的な休日の確

550 ・播種プラント(一式) し、使用年数 保a
すべて借地 ・ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾀｰ(800ℓ) の延長による

・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 機械コストのt
水稲は、主食 低減を図る
用米７割、飼
料用米３割作 ＜その他＞ ・簿記記帳によ
付 ・水稲は箱施用剤と省力型 る経営収支の

除草剤利用により、防除 把握と資金管
回数の削減と省力化 理の徹底

・水稲・麦の乾燥調製は共 ・地域内農家と
同乾燥調製(貯蔵)施設を の連携を深め
利用 借地経営とし

ての安定性を
確保

２ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
コンニャク ・農作業場(80㎡) 安定確保 雇用労力(植付・収
専作 ｺﾝﾆｬｸ 350 ・貯蔵庫(150㎡) 穫時) 西部a

ｿﾙｺﾞｰ 50 ・ﾄﾗｸﾀｰ(80､25 ) ・簿記記帳によa ps
・ﾛｰﾀﾘｰ(2.2 ) る経営収支の チェックリストに 吾妻m
・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) 把握と資金管 基づく労働安全の
・土壌消毒機 理の徹底 確保 利根沼田
・植付機

＜経営面積＞ ・暖房機 ・農機具の保守 定期的な休日の確
・堀取機 管理を徹底 保

400 ・管理機(7 ) し、使用年数a ps
すべて借地 ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.8 ) の延長による 家族経営協定の締t

・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ(2 ) 機械コストの 結t
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 低減を図るt

・畜産農家との
＜その他＞ 連携による良

・コンニャクの連作障害を 質堆肥の確保
回避するため、緑肥と麦
間作および有機質の投入 ・地域内農家と
による土作りに努める。 の連携を深め

借地経営とし
・ボルドー液散布の軽減に ての安定性を
よる減農薬栽培技術の確 確保
立

・野菜農家との交換耕作に
よる土壌消毒剤の削減
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

３ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 吾妻
露地野菜 ・農作業場倉庫(150㎡) 安定確保 雇用労力（夏期収/
(キャベツ ｷｬﾍﾞﾂ 420 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(150㎡) 穫時） 利根沼田a
専作) ｴﾝﾊﾞｸ 100 ・ﾄﾗｸﾀｰ(80､25 ) ・市場情報の収a ps

・ﾛｰﾀﾘｰ(2.4 ) 集と計画出荷 チェックリストにm
・ﾌﾟﾗｳ(3連) 基づく労働安全の
・ﾌﾟﾗｿｲﾗ ・簿記記帳によ 確保
・半自動移植機 る経営収支の

＜経営面積＞ ・ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ(2 ) 把握とコスト 定期的な休日の確t
・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) 節減 保

520 ・三兼ﾗｲﾑｿﾜｰ(3条)a
すべて借地 ・肥料攪拌機(200 ) ・農機具の保守 家族経営協定の締L

・半自動製函機 管理を徹底 結
・動力噴霧機(50ℓ 分) し、使用年数/
・保冷庫(2坪) の延長による
・ﾄﾗｯｸ(2 、軽) 等 機械コストのt

低減を図る

＜その他＞ ・畜産農家との
・キャベツとイネ科緑肥作 連携による良
物の導入 質堆肥の確保

・キャベツについては、露 ・地域内農家と
地育苗からセル育苗へ転 の連携を深め
換を図る 借地経営とし

ての安定性を
・適正施肥とフェロモン剤 確保
等による減農薬栽培の実
行

・グリーンベルト設置によ
る環境保全型の栽培体系

４ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・組織的な計画 家族労働力 ２人 中部
露地野菜 ・農作業場(150㎡) 出荷による販
(ヤマトイ ﾔﾏﾄｲﾓ 120 ・倉庫(100㎡) 売を実施 チェックリストに 東部a
モ専作) ﾗｲﾑｷﾞ 30 ・ﾄﾗｸﾀｰ(60､30 ) 基づく労働安全のa ps

・深耕ﾛｰﾀﾘｰ(1.8 ) ・消費宣伝によ 確保m
・ﾛｰﾀﾘｰ(1.8 ) る販路拡大m
・ﾌﾚｰﾙﾓｱ 定期的な休日の確
・土壌消毒機(6条) ・簿記記帳によ 保

＜経営面積＞ ・植付機(歩行型1条) る経営収支の
・ﾄﾚﾝﾁｬｰ 把握とコスト 家族経営協定の締

150 ・動力噴霧機(50ℓ 分) 節減 結a /
すべて借地 ・芋洗浄機

・真空ﾊﾟｯｸ機 ・農機具の保守
・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ 管理を徹底
・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ(1.5 ) し、使用年数t
・保冷庫(4坪) の延長による
・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 機械コストのt

低減を図る

＜その他＞ ・保冷庫利用に
・イネ科緑肥の導入 よる周年出荷

・２連式植付機による定植 ・地域内農家と
の連携を深め

・優良種芋の共同採種圃の 借地経営とし
設置 ての安定性を

確保
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

５ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
露地野菜 ・農作業場(150㎡) 安定確保 雇用労力(ﾈｷﾞ収穫
(ネギ＋ホ 夏秋ﾈｷﾞ 40 ・育苗用ﾊｳｽ(150㎡) 時) 西部a
ウ レ ン ソ 秋冬ﾈｷﾞ 40 ・ﾄﾗｸﾀｰ(50、20 ) ・ネギの周年出a ps
ウ) ﾎｳﾚﾝｿｳ 20 ・ﾛｰﾀﾘｰ(2.0 ) 荷体系の確立 チェックリストに 東部a m

・培土専用機(ﾈｷﾞ用) 基づく労働安全の
・ﾗｲﾑｿﾜｰ (1.8 ) ・畜産農家との 確保m
・管理機(7 ) 連携による良ps
・収穫機(振動式) 質堆肥の確保 定期的な休日の確

＜経営面積＞ ・調製機 保
・動力噴霧機(50ℓ 分) ・簿記記帳によ/

100 ・保冷庫(2坪) る経営収支の 家族経営協定の締a
すべて借地 ・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 把握とコスト 結t

節減

＜その他＞ ・農機具の保守
・ネギは連結紙筒苗と簡易 管理を徹底
移植器利用により、定植 し、使用年数
作業の省力化 の延長による

機械コストの
・夏秋ネギと秋冬ネギによ 低減を図る
る計画生産

・地域内農家と
・ホウレンソウは播種時期 の連携を深め
をずらし、10～3月にか 借地経営とし
けて長期出荷 ての安定性を

確保

６ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
露地野菜 ・農作業場(75㎡) 安定確保 雇用労力(上州ﾈｷﾞ
(ナス＋ネ ﾅｽ 20 ・育苗用ﾊｳｽ(150㎡) 収穫時) 西部a
ギ) 上州ﾈｷﾞ 40 ・ﾄﾗｸﾀｰ(25 ) ・畜産農家とのa ps

・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) 連携による良 チェックリストに 東部m
・管理機(7 ) 質堆肥の確保 基づく労働安全のps
・堀取機 確保
・動力噴霧機(50ℓ 分) ・簿記記帳によ/

＜経営面積＞ ・ﾏﾙﾁｬｰ る経営収支の 定期的な休日の確
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 把握とコスト 保

60 節減a
すべて借地 家族経営協定の締

＜その他＞ ・農機具の保守 結
・上州ﾈｷﾞと露地ﾅｽによる 管理を徹底
作業競合の回避 し、使用年数

の延長による
・ﾅｽは購入苗利用、 字仕 機械コストのV
立てによる高品質生産と 低減を図る
する

・地域内農家と
の連携を深め
借地経営とし
ての安定性を
確保
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７ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
露地野菜 ・農作業場(75㎡) 安定確保 雇用労力(夏期ｴﾀﾞﾏ
(エダマメ ｴﾀﾞﾏﾒ 40 ・倉庫(50㎡) ﾒ収穫時) 西部a
＋タマネギ ﾀﾏﾈｷﾞ 80 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(100㎡) ・畜産農家とのa
＋ブロッコ ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 80 ・ﾄﾗｸﾀｰ(30 ) 連携による良 チェックリストに 東部a ps
リー) ・ﾛｰﾀﾘｰ(1.8 ) 質堆肥の確保 基づく労働安全のm

・ﾗｲﾑｿﾜｰ (1.8 ) 確保m
・管理機(7 ) ・簿記記帳によps
・移植機(半自動1条) る経営収支の 定期的な休日の確

＜経営面積＞ ・動力噴霧機(50ℓ 分) 把握とコスト 保/
・ﾏﾙﾁｬｰ 節減

200 ・ﾌﾟﾗｿｲﾗ(2本爪) 家族経営協定の締a
すべて借地 ・選別機 ・農機具の保守 結

・保冷庫(1坪) 管理を徹底
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 し、使用年数

の延長による
機械コストの

＜その他＞ 低減を図る
・ｴﾀﾞﾏﾒは、収穫調製時に
多くの時間を要するの ・地域内農家と
で、外部労働力の確保と の連携を深め
労力に応じた計画生産を 借地経営とし
行う ての安定性を

確保
・ﾌﾞﾛｯｺﾘｰは、早生から晩
生まで数品種を組み合わ
せ、収穫期間の延長と労
力の配分を図る

８ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 吾妻
露地野菜 ・農作業場(100㎡) 安定確保 雇用労力(夏期収穫
(レタス専 ﾚﾀｽ 400 ・倉庫(100㎡) 時) 利根沼田a
作) ｴﾝﾊﾞｸ 100 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(250㎡) ・市場情報の収a

・ﾄﾗｸﾀｰ(80､20 ) 集と計画出荷 チェックリストにps
・ﾛｰﾀﾘｰ(2.4 ) 基づく労働安全のm
・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) ・畜産農家との 確保
・畝立てﾏﾙﾁｬｰ 連携による良

＜経営面積＞ ・全自動移植機(2条) 質堆肥の確保 定期的な休日の確
・投光器・発電機 保

500 ・ﾌﾟﾗｿｲﾗ ・簿記記帳によa
すべて借地 ・ﾄﾗｯｸ(2 ､軽) 等 る経営収支の 家族経営協定の締t

把握とコスト 結
節減

＜その他＞
・イネ科緑肥作物の導入 ・農機具の保守

管理を徹底
・移植機利用による作業の し、使用年数
効率化・省力化 の延長による

機械コストの
低減を図る

・地域内農家と
の連携を深め
借地経営とし
ての安定性を
確保
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

９ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・畜産農家との 家族労働力 ２人 中部
施設野菜 ・農作業場(75㎡) 連携による良
(ホウレン 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・倉庫(50㎡) 質堆肥の確保 チェックリストに 西部
ソウ専作) 25 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(2,500㎡) 基づく労働安全のa

(25 ×５作) ・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) ・簿記記帳によ 確保 東部a ps
・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) る経営収支のm
・管理機(7 ) 把握とコスト 定期的な休日の確ps
・播種機(6条) 節減 保
・動力噴霧機(50ℓ 分)/

＜経営面積＞ ・保冷庫(1坪) ・農機具の保守 家族経営協定の締
・ﾄﾗｯｸ（軽） 等 管理を徹底 結

25 し、使用年数a
すべて借地 の延長による

＜その他＞ 機械コストの
・雨よけﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽを利用し 低減を図る
た年間5回転の周年栽培

・夏期の栽培は、高温、日
長などの関係で栽培しに
くいので、遮光などの適
切な栽培管理と適正品種
の選択を図る

１０ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・畜産農家との 家族労働力 ２人 吾妻
施設野菜 ・農作業場(50㎡) 連携による良
(トマト＋ 雨よけﾄﾏﾄ ・倉庫(50㎡) 質堆肥の確保 チェックリストに 利根沼田
ホウレンソ 20 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(5,000㎡) 基づく労働安全のa
ウ) 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) ・簿記記帳によ 確保ps

30 ・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) る経営収支のa m
(30 ×２作) ・管理機(7 ) 把握とコスト 定期的な休日の確a ps

・土壌消毒機(2条) 節減 保
・播種機(1条)
・動力噴霧機(30ℓ 分) ・農機具の保守 家族経営協定の締/

＜経営面積＞ ・保冷庫(1坪) 管理を徹底 結
・ﾄﾗｯｸ（軽） 等 し、使用年数

50 の延長によるa
すべて借地 機械コストの

＜その他＞ 低減を図る
・ﾎｳﾚﾝｿｳは、雨よけﾄﾏﾄと
の作業競合を避けた11月
～春期の年2回作付けと
する。
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・畜産農家との 家族労働力 ２人 吾妻
施設野菜 ・農作業場(50㎡) 連携による良
(ホウレン 雨よけﾎｳﾚﾝｿｳ ・倉庫(50㎡) 質堆肥の確保 チェックリストに 利根沼田
ソウ)＋露 40 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(4,000㎡) 基づく労働安全のa
地野菜（ト (40 ×３作) ・ﾄﾗｸﾀｰ(25 ) ・簿記記帳によ 確保a ps
ウ モ ロ コ ﾄｳﾓﾛｺｼ 40 ・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) る経営収支のa m
シ） ・播種機(6条) 把握とコスト 定期的な休日の確

・動力噴霧機(50ℓ 分) 節減 保/
・ﾗｲﾑｿﾜｰ(1.5 )m
・ﾏﾙﾁｬｰ ・農機具の保守 家族経営協定の締

＜経営面積＞ ・保冷庫(1坪) 管理を徹底 結
・ﾄﾗｯｸ（1 ､軽） 等 し、使用年数t

80 の延長によるa
すべて借地 機械コストの

＜その他＞ 低減を図る
・雨よけﾎｳﾚﾝｿｳは、ﾄｳﾓﾛｺｼ
との作業競合を避けた11 ・地域内農家と
月～翌年初夏までの3回 の連携を深め
転とする 借地経営とし

ての安定性を
確保

１２ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
施設野菜 ・農作業場(50㎡) 安定確保 雇用労力（ﾄﾏﾄ収穫
(トマト専 促成･長期ど ・大型連棟ﾊｳｽ(2,000㎡) 時） 西部
作) りﾄﾏﾄ 20 ・屋外ﾀﾝｸ ・畜産農家とのa

・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 連携による良 チェックリストに 東部ps
・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) 質堆肥の確保 基づく労働安全のm
・管理機(7 ) 確保ps
・動力噴霧器(50ℓ 分) ・簿記記帳によ/

＜経営面積＞ ・暖房機(300坪用) る経営収支の 定期的な休日の確
・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 把握とコスト 保t

20 節減a
すべて借地 家族経営協定の締

＜その他＞ ・農機具の保守 結
・雇用導入による長期どり 管理を徹底
経営 し、使用年数

の延長による
・購入苗利用による育苗の 機械コストの
省力化を図る 低減を図る

・受粉ハチ利用による受粉
作業の省力化を図る
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１３ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
施設野菜 ・農作業場(50㎡) 安定確保 雇用労力（ｷｭｳﾘ収
(キュウリ 促成ｷｭｳﾘ 20 ・大型連棟ﾊｳｽ(2,000㎡) 穫時） 西部a
専作) 抑制ｷｭｳﾘ 20 ・屋外ﾀﾝｸ ・畜産農家とのa

・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 連携による良 チェックリストに 東部ps
・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) 質堆肥の確保 基づく労働安全のm
・管理機(7 ) 確保ps
・動力噴霧機(30ℓ 分) ・簿記記帳によ/

＜経営面積＞ ・暖房機(300坪用) る経営収支の 定期的な休日の確
・ﾄﾗｯｸ(1 ､軽) 等 把握とコスト 保t

20 節減a
すべて借地 家族経営協定の締

＜その他＞ ・農機具の保守 結
・購入苗利用による育苗の 管理を徹底
省力化 し、使用年数

の延長による
・地域有機物資源活用によ 機械コストの
る土作り 低減を図る

・出荷規格の簡
素化と平箱コ
ンテナによる
定数詰め出荷

１４ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
施設野菜 ・農作業場(50㎡) 安定確保 雇用労力（ｲﾁｺﾞ収
(イチゴ専 促成･土耕ｲﾁ ・大型連棟ﾊｳｽ(2,000㎡) 穫時等） 西部
作) ｺﾞ 15 ・育苗用ﾊｳｽ(200㎡) ・畜産農家とのa

・屋外ﾀﾝｸ 連携による良 チェックリストに 東部
・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 質堆肥の確保 基づく労働安全のs
・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) 確保m
・畝立機 ・簿記記帳によ

＜経営面積＞ ・動力噴霧機(30ℓ 分) る経営収支の 定期的な休日の確/
・暖房機(300坪用) 把握とコスト 保

15 ・保冷庫(1坪) 節減a
すべて借地 ・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 家族経営協定の締

・農機具の保守 結
管理を徹底

＜その他＞ し、使用年数
・ｳｲﾙｽﾌﾘｰ優良株の専用親 の延長による
株床の設置と夜冷 機械コストの

低減を図る
・ﾎﾟｯﾄ育苗、花芽分化促進
技術の導入

・大型ﾊｳｽによる栽培管理
の自動化・省力化
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１５ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
施設野菜 ・農作業場(50㎡) 安定確保 雇用労力（作業の
(ニラ専作) ﾊｳｽﾆﾗ 40 ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(4,000㎡) 一部で、不足する 西部a

・育苗用ﾊｳｽ(250㎡) ・畜産農家との 労働力を雇用によ
・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 連携による良 り確保） 東部ps
・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) 質堆肥の確保m
・管理機(5 ) チェックリストにps

＜経営面積＞ ・動力噴霧機(30ℓ 分) ・簿記記帳によ 基づく労働安全の/
・土壌消毒機 る経営収支の 確保

40 ・ﾆﾗ袴取り機 把握とコストa
すべて借地 ・ﾆﾗ結束機 節減 定期的な休日の確

・保冷庫(1坪) 保
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 ・農機具の保守

管理を徹底 家族経営協定の締
し、使用年数 結

＜その他＞ の延長による
・ﾊｳｽﾆﾗの周年出荷 機械コストの

低減を図る
・土作りの徹底による充実
した株養成と厳寒期の保
温徹底による高品質生産

１６ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・畜産農家との 家族労働力 ２人 中部
果 樹 ・ﾌﾞﾄﾞｳ樹(40 ) 連携による良a
(ブドウ専 ﾌﾞﾄﾞｳ 40 ・ﾌﾞﾄﾞｳ棚(40 ) 質堆肥の確保 チェックリストに 西部a a
作) ・雨よけﾊｳｽ(4,000㎡) 基づく労働安全の

・作業場兼直売所(50㎡) ・簿記記帳によ 確保 東部
・倉庫(50㎡) る経営収支の
・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 把握とコスト 定期的な休日の確ps

＜経営面積＞ ・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) 節減 保m
・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(500ℓ)

40 ・乗用草刈機(16 ) ・農機具の保守 家族経営協定の締a ps
すべて成木園 ・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 管理を徹底 結
を借地 し、使用年数

の延長による
＜その他＞ 機械コストの

・雨よけ栽培による高品質 低減を図る
生産

・直売、宅配便
・直売方式に適した品種構 利用による付
成と栽培体系 加価値販売

・多様な品種に
よる販売期間
の長期化を図
る
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１７ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・畜産農家との 家族労働力 ２人 中部
果 樹 ・ナシ樹(60 ) 連携による良a
(ナシ専作) ﾅｼ 60 ・ナシ棚(60 ) 質堆肥の確保 チェックリストに 西部a a

・作業場兼直売所(50㎡) 基づく労働安全の
・倉庫(50㎡) ・簿記記帳によ 確保 東部
・多目的防災網 る経営収支の
・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 把握とコスト 定期的な休日の確ps

＜経営面積＞ ・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) 節減 保m
・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(500ℓ)

60 ・乗用草刈機(16 ) ・農機具の保守 家族経営協定の締a ps
すべて成木園 ・保冷庫(1坪) 管理を徹底 結
を借地 ・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 し、使用年数

の延長による
機械コストの

＜その他＞ 低減を図る
・ナシは棚栽培の導入と多
目的防災網の設置による ・共選・共販と
生産の安定と品質向上を 併せて直売、
図る 宅配便等によ

る多元販売
・直売方式に適した品種構
成と栽培体系

・堆肥等有機質や天敵・性
フェロモン剤等を利用し

、 、た総合防除を行い 肥料
農薬等の削減を図る

１８ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
果 樹 ・ﾘﾝｺﾞ樹(50 ) 安定確保 雇用労力（作業のa
(リンゴ＋ ﾘﾝｺﾞ 50 ・ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ樹(25 ) 一部で、不足する 吾妻a a
ブルーベリ ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ 25 ・作業場兼直売所(50㎡) ・畜産農家との 労働力を雇用によa
ー) ・倉庫(50㎡) 連携による良 り確保) 利根沼田

・防霜ﾌｧﾝ 質堆肥の確保
・ﾄﾚﾘｽ チェックリストに
・多目的防災網 ・簿記記帳によ 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾌﾟﾚｲﾔｰ(1,000ℓ) る経営収支の 確保
・乗用草刈機(16 ) 把握とコストps

75 ・高所作業車 節減 定期的な休日の確a
すべて成木園 ・保冷庫(1坪) 保
を借地 ・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 ・農機具の保守

管理を徹底 家族経営協定の締
し、使用年数 結

＜その他＞ の延長による
・ﾘﾝｺﾞは県育成品種及び 機械コストの
「ふじ」を中心とするわ 低減を図る
い化密植栽培、半わい化
中密植栽培 ・消費者ニーズ

に対応した観
・ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰは、ﾊｲﾌﾞｯｼｭ種 光果樹園経営
主体の観光もぎ取り園 の確立

・堆肥等有機質や天敵・性 ・直売、宅配便
フェロモン剤等を利用し 利用による多
た総合防除を行い 肥料 元販売、 、
農薬等の削減を図る
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

１９ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 中部
施設花き ・農作業場(50㎡) 安定確保 雇用労力（作業の
(キク専作) 輪ｷﾞｸ 15 ・大型連棟ﾊｳｽ(1,500㎡) 一部で、不足する 西部a

露地ｷﾞｸ 25 ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(1,500㎡) ・簿記記帳によ 労働力を雇用によa
・育苗用ﾊｳｽ(200㎡) る経営収支の り確保) 吾妻
・育苗ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(200㎡) 把握とコスト
・屋外ﾀﾝｸ 節減 チェックリストに 東部
・ﾄﾗｸﾀｰ(20 ) 基づく労働安全のps

＜経営面積＞ ・ﾛｰﾀﾘｰ(1.5 ) ・農機具の保守 確保m
・動力噴霧器(30ℓ 分) 管理を徹底/

40 ・選花機 し、使用年数 定期的な休日の確a
すべて借地 ・結束機 の延長による 保

・暖房機(300坪用) 機械コストの
・保冷庫(1坪) 低減を図る 家族経営協定の締
・電照装置一式 結
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等

＜その他＞
・作型の組合せによる効率
的な周年出荷の実施

・夏秋ギク、秋ギクを年2.
5作栽培

２０ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 全地域
施設花き ・農作業場(50㎡) 安定確保 雇用労力（作業の
(シクラメ ｼｸﾗﾒﾝ 10 ・大型連棟ﾊｳｽ(1,000㎡) 一部で、不足するa
ン＋カーネ 鉢ｶｰﾈｰｼｮﾝ10 ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(1,000㎡) ・簿記記帳によ 労働力を雇用によa
ーション) ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(200㎡) る経営収支の り確保)

・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(200㎡) 把握とコスト
・栽培ﾍﾞﾝﾁ(1,000㎡) 節減 チェックリストに
・屋外ﾀﾝｸ 基づく労働安全の

＜経営面積＞ ・暖房機(300坪用) ・農機具の保守 確保
・ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 管理を徹底

10 ・動力噴霧機(30ℓ 分) し、使用年数 定期的な休日の確a /
すべて借地 ・液肥混入機 の延長による 保

・ﾄﾗｯｸ(軽) 等 機械コストの
低減を図る 家族経営協定の締

結
＜その他＞ ・ギフト用とし

・セル育苗の導入 て共同出荷に
よる契約販売

・底面給水技術の導入によ
る省力化と施肥体系の確
立

・鉢ｶｰﾈｰｼｮﾝは購入苗利用

・ﾊｳｽは複合環境制御ｼｽﾃﾑ
を装備
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営農類型 経営規模 生 産 方 式 経営管理の方法 農業従事の態様 適用地域

２１ ＜作付面積＞ ＜資本装備＞ ・雇用労働力の 家族労働力 ２人 吾妻
施設花き複 ・農作業場(80㎡) 安定確保 雇用労力（作業の
合 ｽﾌﾟﾚｰｷﾞｸ 40 ・大型連棟ﾊｳｽ(2,000㎡) 一部で、不足するa
(キク＋タ ﾀﾗﾉﾒ 50 ・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(2,000㎡) ・簿記記帳によ 労働力を雇用によa
ラノメ) ・ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ(150㎡) る経営収支の り確保)

・ﾊｳｽ内ｶｰﾃﾝ(150㎡) 把握とコスト
・屋外ﾀﾝｸ 節減 チェックリストに
・ﾄﾗｸﾀｰ(30 ) 基づく労働安全のps

＜経営面積＞ ・ﾛｰﾀﾘｰ(1.8 ) ・農機具の保守 確保m
90 ・管理機(7 ) 管理を徹底a ps

すべて借地 ・肥料散布機 し、使用年数 定期的な休日の確
・動力噴霧器(50ℓ 分) の延長による 保/
・選花機 機械コストの
・暖房機(300坪用) 低減を図る 家族経営協定の締
・電照装置一式 結
・抜根機
・ﾀﾗﾉｷｶｯﾀｰ
・ﾄﾗｯｸ(軽) 等

＜その他＞
・ｷｸ栽培は秋ｷﾞｸを中心と
した施設栽培と夏秋ｷﾞｸ
を中心とした露地栽培。

・ﾀﾗﾉﾒは１年木早期穂木育
成体系


